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日本における教育行政改革案の系譜

鈴 木 英

概 要

この研究は，日本における教育行政改革案の系請を辿ったものである。日本における代表的な教育行政改革案乃至

改革意見であった，教育立法の法律主義の主張，文部省廃止にたった中央教育委員会や文化答案，あるいは地方教育

行政にかんする大学区案などをとりあげた。まず，J字において，教育行政改革案の一般的な意味をのべたのち，それ

ぞれについて，第二次t伎界大戦後の臼本の教育改革のなかでどのように扱われたか，改革案にこめられた教育行政批
判はどのようなものであったかなど戦後の特質を考祭し，戦前からの伝統をひくと考えられる諸家の系議を戦前に求

め，戦前の改革諸案や改革意見との対比，その質的去を異を検討して，これら教育行政改革案そのものの3意義と限界に

ついて論じようと試みたものである。

目 次

Jf~ 研究の良的 主2 戦前の文部省改革論

一一教育行政改革案の一般的意味を中心に一一 第3掌地方教育行政改革論

第 i掌教育立法の法律主義

~1 戦後における樹立経過

初戦前の教1寄立法の法律主義論

第2主主 文部省改卒論

31 戦後の文部省改卒読者案
一一仁和夫教育委員会を中心に一一

~1 戦後における大学区構i陸、

~2 大学区反対論

初 公選制教育委員会と教育刷新委員会

制戦前の大学区築

~5 公選議u教育委員会と戦前の教育行政改革論

(2)教育行政の深刻や機能にかかわるものに大別できる。

序 研究の厨的 一一教育行政改革案の (1)に属するものとしては，ここでとりあげた中央教育委

一般的意味を中心に一 員会案や大学区築，最近では公選制教育委員会復活論な

どをあげることができょう。 (2)1こ属するものとしては，

この研究は，戦後日本の教育改!!f!:の成立幕僚を，教育 ここでとりあげた教脊立法の法律主義原則のほかに，数

行政を中心として検討することから出発した。教育改革 育行政の指導助言機能といったものが考えられる。

のー潔としての教育行政改革は，教育基本法，教育委員 しかし，こうした教育行政改革案について，今日，そ

会法，文部省設魔法などの生誕をもたらしたが，その成 の発想、そのものがアウト・オヴ・デイトであるかのよう

立をみるまでの過程は，決して平湿なものではなかっ に思われている。ここれにたいし，戦前においては，雑誌

た。ここで、は，まず，この成立i議稼について，改革の諸 「教育J(1933-1944)をひもといただけでも川， いく

;な見をできるだけ綿密に調べることからはじめたのであ っかの教育行政の改革案や改革識を見出すことができる

る。 し，戦後においても， 1956 (昭和31)年，任命制教育委

ところで，教育行政改革の諸意見は，実際には，教育 員会が発足するまでは，教育委員会制度を中心に，かな

行政改革案として現われる場合が多い。一般に，教育行 りの意見やプランを見出すことができる。

政改革案は， (1)教育行政の制度・機構にかかわるものと 今日，教育行政改革案が，それ以前のi時期にくらべて
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流行したり盛り上ったりすることがないように恩われる

のは， -fe:;尤もな理由があるからであろう。その潔白と

して考えられることは，教育行政研究における(1)権力認

識の向上，ならびに12)教育法解釈論争への移行というこ

とである。

(1)教育行政研究における権力認識の向上とは，教育行

政の動向を国家権力として把握することが深まったとい

うことである。たとえば，戦前においては，教育行政研

究が，教育行政の諸現象を過して，国家権力の本質その

ものを問題にすることは，ほとんど不可詑にちかかっ

た。そこにおける教育行政改卒案は，教育行政の苦手術の

恨i京にある悶家権力を問題にすることはざけて，教育行

政の部分的改善に闘を向けることになる。改革案が川工

政機構からの教育の自律性」を説いたとしても，せいぜ

いそれは「現象からの自律」にとどまっていたというこ

とである〈九

他方，戦後においては，改2手当初，文部省自体，権力

機構のなかで果した役割にたし、し，ある程度徹底的な改

革が行なわれる可能性が当時の風潮そのもののなかにあ

った。また公選制教脊委員会発足後も， 1954(昭和129)年

の'ぎ公労機関紙問題にたいする千葉県教脊委員会の態度

にみられるように，中央教育行政対地方教育行政の矛盾

も場合によって顕著であり，公選制教育委員会に教育行

政民主化のかなりの期待がかけられた。こうした時期に

おいては，戦前の限界をある程度克級しながら，いくつ

かの教育行政改革案が提案される。

しかし，任命制教脊委員会の怠足後は，公選制のそれ

に対するような教脊行政民主化の期待はひろくいだかれ

なく沿った。 I教育行政の秩序確立jをス戸ーガンとL

た諸施策の実施によって，都道府県教委は文部省の，市

町村教委は文部省と都道府県教委の，それぞれ下級機関

化し，系列化された。こうした9'夫・地方権力のゆお

じそれに伴う「教育行政の地方分権原則Jの形署長化と

いう若手態のなかでは，教育委員会制度の改革だけを論じ

ても無力であり，文部省・教育委員会を関わず，それを

教育行政権力として認識することを要議して米たといえ

る。さらに，教育行政権力とぎっても，教育委員会の一

般行政への従属化傾向や地方交付税などの中央の財政的

支配を例にあげただけでも，教育行政の相対的自徐性を

指摘することよりも，国家権力の一環として総体的に把

握することの方が重要であるう。とくに，今日，中央の

諸施策がストレートに学校や地域のなかに下りているな

かで，その施策に対する批判的な実践や運動が成長し，

教育行政権力，国家権力の教育にTこいする「不当な支配J

についての認識が向上しているといえる。

12)教育法解釈論争への移行について説明しよう。文部

省による地方教育行政の掌援が行なわれた背景には，多

数党支配がある。多数党支配による「秩序安定jという

情況のなかでは，教育政策批判，教脊行政批判が行なわ

れても，多数党の容認しない改ネ3誌が改正立法や新設立

法として定立される可能性がない。これにたいし，悶家

権力の叙J]でも，教育運動が成長した今日の状況のなかで

は， I教育基本法改Iむというスローガンを限えること

はあっても，教育二j去や地方教育行政法が激しい抵抗を

うけたように，突際には望ましい改卒案を通すことがか

たり難しい。権力の意図する施策は，立法姶授として行

なうよりも，むしろ下位法線や行政措霞として行なうガ

が，主義ましいという判断も存ずるであろう。こうして，

実際には，教育改革案をめぐる立法論争よりも，教育さき

本法をはじめとする各穏法裁の条文解釈の次元で、争われ

る場合が多L、。学濁指導要領，勤務評定，全i鶏学力調査

などがそうであることはいうまでもない。その解釈論争

は，勤言平体秘的教育観にもとづく公権解釈と教育基本法

体制的教育今綴にもとづく国民教育的解釈の争いというこ

とである〈句。

このような情況を充分に認識しないで，教脊行政改革

案がそれ単独で唱えられたとしても，教育行政の本質に

ふれずに，その一部を修正したり改良したりする技術主

義的傾向におちいることは，充分考えられよう。あるい

は，災際にはありえないが，文部省廃止案イコーノレ教育

行政全mi不要論である場合には，後述の告IJ度批判的意義

は13IJとして，アナーキズムで、あって，教育行政が本来来

すべき役割を，認識していないおそれもある。

教育行政をめぐる現在の情況と教育行政改革案一般の

限界をふまえながらも，教育行政改革案を研究対象とす

る一般的意義をくみだすとすれば，次のような点が考え

られる。

(1)その日苦々に提起される教育行政改革案における現行

の教育制度や教脊行政にたいする批判的意識をたしかめ

ることである。たとえば，現在隠えられている市町村教

委の強化策のなかにも，それが，教育委員の高齢化とか

事務機構の貧困とか弱体な市町村教委の実態から出発し

ているとすれば，このような弱体性が教育行政の集権を

支える制}~的慕礎であり，権力の内部矛盾であることを

くみ出すことができる。つまり，文部省廃止・中央教育

委員会設鐙諭というような教育行政改革案がたとえ部分

的改良を志向したものであっても，その改革案を肯定す

る乃至否定することとは別に，一定の改革案を生みH:lし

た燦史的基盤なり，そこにょせられた教育行政批判や教

育行政思先手、を吟味することは，それ釘体，研究課題とし

η
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て成り立つであろう。とくに，教1育研究の間有性からい

えば，教育改革の論理と行政改革の論理が交錯する教育

行政改革においては，前者を焦点にその教育思想を検討

し，後者を副次的に抑えることで許されよう。

(2)教育行政改革案をめぐる権力と遂動の動向を総体的

に把援することも重要であろう。教育行政改革にかけら

れた権力の期待は，成立前後の5建設的な命日皮批、約jの努力

によって，そのまま貫徹しない。その顕著な初jを，日教

組分断を意図しながら，実際にはそうならなかった1952

(昭和27)年の市町村教委ーせい設援に見出すことがで

きるであろう例。

(31反屈では，教育行政批判が単に教育の理念や目的と

いう抽象的次元にとどまっていては，有効で、ない場合も

考えられる。そこで，たとえば，教科議検定において教

科惑調変'15の役割りが問題となれば，教科書検定違慾論

と同時に，教科書検定の科学的専門的機関などの立法論

が主張されている例。このように，部分的な改良だけが

臼的化するのではなく，実現の方途や他の必要な改革な

どを展慈した上での， J主体的な制度改革構想、も必要で、あ

ろう。

教育行政改革案は，教育制度改革案の一環である O 教

育制度改革案の中心は，学校制度なかんすおく幸義務教育協u
)支や後期中等教育制度の改革案であろう。この意味で

は，教育行政改革案は，教育改革案や教育制度改革案の

周辺に佼霞している。といっても，望ましい学校制度改

革を実現しうるのは，教育行政，ひいては国家権力のあ

り方，その変革にかかっている。この意味での教育行政

改革案の蚤要性は，一般的に強調されてよい。

以上のように，教育行政改革案の一般的な意義と限界

について，きわめて簡単にのべたのち，ここでの研究内

容の概括的な説明を試みる。

ここでは，対象として，戦後の代表的な教育行政改革

案である，教育立法の法律主義原則や文部省改本の代表

的プランで、ある中央教育委員会や文化省案，地方教育行

政改革プランで、ある大学院案や教育委員会案を個別にと

りあげた。まず，それら改革案の特徴，審議経過など

を，教脊刷新委員会等の専門的審議機関をや心にトレー

スした。そして，これらの改革案が実現する， j生折する

にかかわらず，改革芸誌の把握水準や改革案における権力

の意図や教育行政批判を吟味し，それぞれの意義と限界

の検討を試みた。

第二に，これら教育行政改革案は，戦後の時点におい

て突然出現したものではなく，戦前からの伝統をひくと

も考えられるので，その系殺を戦前にさかのぼって明ら

かにしようと試みた。南原繁氏は， I敢てアメリカ使節

団の怠ーを迎えるために，しかも A殺の陪iにかような議姿

改革案をつくり出したわけでは決してない。それには，

わが閣にも隠趨旨の改革案と，その沿革があったので、あ

るJといい，民主的改革案の例として， 1914 (大正3)年

の菊地大畿案， 1934 (昭和ヲ〕年の日本工学会案，さら

に教育改準同志会案などをあけ、ている(町。実際に，阿部

重孝氏の学校総度改革私案と戦後の学校制度改革を対照

しただけでも， 6・3・3制，単線型体系，男女共学な

ど数多くの卒越した提案に，戦後の六三制を成立せしめ

た教育的カ蚤:の原型をみる思いである(九こうしたこと

は，戦前の改苓諸柔との対比，その意味や質約差異の検

討とL、う課題を示唆してし、る。

ことわっておかねばならないことは，こうした系議:を

たどる研究が今迄行われていないということではない。

宗像誠也氏の「教育行政学序説jが，これまでの教育行

政研究について，思惟様式や研究方法の系譜論を行なっ

たのをはじめとして，本山政雄氏の学校管理法の系譜論

や市JIIsB午氏の教育行政改革案の系譜試論など，いくつ

かの研究成果があるO むしろ，この研究は，それらに倣

ったものと言ってよいであろう (8)。

さらにここでとりあげた中央教育委員会論や大学区論

は，これまでの教育権独立論の制度的表現で、あった。今

日のように，教育権論が，国民の教育なうける権利を中

心にすえて，教育行政権と対霊まされる状況とはことなっ

ている。そのような主張は，戦前においても，阿部君主孝

氏や関口泰氏の所説にみるごとく少数意見として部分的

に存在したが，教育機論は，戦後初期まで主として教育

行政権の独立であった(9)。箆l民の教育権と切り離され

て，教育行政権の独fLが制度としてi構想、されたところ

に，正にこれまでの教育行政の発展水準の反映があった

わけである。こうした教育行政の独立思想を，教育行政

改卒裟の系諮をたどる仕事のなかで易IJ伏することが課題

であると思われる。

しかし，このような玄関が，この研究のなかで実現し

たとは思っ v亡し、ない。系譜をたどったといっても，教満々

行J!女史上の事実のられつにすぎず，またそれ自体精華Eも

あり，各時期において改革案が来した役割やその背景を

充分に吟味しない，現象的静態的論議にとどまっている

商もみられよう。この意味で，この研究は， r系譜論Jを
本格的に燥閉したというより，まだ「系譜ノート」の段

階にすぎないものと考える。

このほか，教育行政改革案と学校制度改革築との関係

について，教育制度改革における構造的達関を明らかに

すべきであろうが， ここではIまとんどふれていない仰〉。

なお，ここでとりあげた教育行政改革案についての現

Q
J
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;伏分析的な検討は.fi加こiぶって正IlIIi，こすえてL、なし、(11)。 待の間にか基本法がくっ付いてしまったのであります。j

01 1) たとえば，全是認「教育J(岩波書~li5干1]) では， r教脊制度改革の
問題特築J(悶布]9年 1月号)，笈防法「教脊行政改革問題J(n日
明194'5月号). r教育統制問題特集J(昭和10年五月号). r教
育改革問題*者集J(昭和11年8月号入「教育改革主怒号J(昭和1
12年 2月号).秋津屋豊彦「文部省改i訟にrl署するt走塁住JCII!l羽J14i干:
1月号〉などが制lJl'改革をとり扱っているo

〈注 2) 1i.-1'滋軍司「民主教育論Jp. 240 (汚水勢J2i.昭34)
(注 3) 波子仁 f教育法íilJ1J理論の課題とガ法 J 参照(お波現代数脅~:~f: 3 

耳目36)

ci主4) 五十路皇賞「教育委災会~o，'監についての:替え方 j 参!!現(数下'l'.él'諭，

日目30年12月〉

(技 5) 宗像誠ilir教科議筆者'j"tへのJ君i!fJ ClJM'!i、H日40.6)家永三郎「教
Fキ譲事検定Jp.279(日本評論校， 11召40)

(注 6) 背燦繁「教脊改Jt立Jp， 118 (朝日和H明日をどう'1'きるJ11召30)
(注 7) 阿部被苧「教育改''1'':&1品JPP. 13-14， p， 129など参照(校波数
18. IIBI2) 

〈主主的 ノ宗像減也「教育行政学序説Jp. 14 (-11徒隊，昭29). 二本Lij 正j( !~1
!V3Y:i年fIljにおける学校符}理法J(名古大学教育学部紀望書1巻，
約30). ~j) r大工E年代Jり第二次世界大戦までの学校i絞営論j
(Id)総2き， n苔31).市)11総午「捻i司教湾行政における数機抱i
lLの忠、怨J(プリント叩1.第161ill臼本教育学会大会報告，肝[132)

(注目〕 戦前における国民の教待機論として，阿部返孝氏は. r義務教
育l土問家が一方的に負はせる義務とばかりは考へられなくなっ

たからである。 i叩ちこの程度の教育l土問民の凡てが之を受ける

機事jがあり関連〈が93哀の教符i撃を号事揺tL.之に対して悶きま自
ら一定の義務をぬふことに依って.I究言書義海教育の幼j荘i主始め

て全きを{与るからである。j(前掲(教育改革論jP25lといい，

i沼口善幸氏も. r参政織と兵役と納税とを隠l'(¥の三三大機相i義務と
L 、ふが.教育もこれに劣らぬF産相jであり義務である。義務教育
[主国家が閣民に対して教育を与える義務があり権利があること

を滋味Fると共に.民民の側からいへば，関民としては教育を

受ける議務と機~IIがある。1Eしき教育を受ける権利は. J正しき

1&半Ijを受くる権手1Iと同様に，波大仕る1工怒、関氏のF軍事iでなけれ
ばならないのである。iとのべている o C1ii)者「興銀教育論jp. 

340，限15. 音波)

C;llの 久保線三「学校~IFJ[空白脈問と謀総j 参照(現代敦子子戸2f! Hf:.

主~t波，昭31)

(注11) 11H;f¥lii r教育法制におけるiょの支配Jcr学校illH~r研 'nJ 11自39i1'6 

月，籾fff凶霊安). l<i] 1文部17雪の組事長と機隙J(凶泌総鈎年 7J1 
4号ト). Id] r教fま会J=.!会制IJI笠J(ド}前Ifs40年 5月王子)参照。

第 1璽教育立法の法簿主義

!i1 戦後における樹立経過

教育立法の法律主義の原則は，その樹立総j設におい

て，第一に，教育勅諮問題と犠接に関連しているといえ

る。しかし，勅言語や基本法については.2lUの論文でも扱

ったので，ここでは，この原員Ijとのかかわりにかぎっ

て，さらに考察をすすめよう (1)。占領初期，日本113支配

!習の国体護持の教7苛政策ともいうべき，前自多門，安倍

能成，田中耕太郎各文部大佐:の教脊勅言語燐議論， 日本教

脊家主委の新教育勅言語漁発論が退潮するにつれ，その退潮

の度合に応じて，教育基本法の制定がクローズ・アップ

された。教別委第一特別委の3:13:1渓主査が「突は私どもの

委員会では，教育勅言語に関する陪題と教育の桜本現念，

この二項釘を委託されることになりました。ところが侭

というのは，このことをよく示している向。

すでに， 日本教育家委でも. I議会というものが人民

の代表機関として成立している以上は，道徳憲章，教育

完家主主と言うか，そういうものを議会で作るべきではない

かj とL寸反対意見がのべられていた例。さらに，教側

委第一特別委でも， I進歩派」は.I保守派jの芦田，河

井二，天聖子の各委員の，議会には権威がないから，そこか

ら出すのは無想だとし、う見解仰と対立したがら，新しい

教育の基本は，憲法にしたがい，法律の形で国会におい

て決定すると主張し，その主張が勝利をしめる。森戸委

員が「教脊という重大なことも，国民が~高の意思をJ;)、

て決定するということが，:滋法に商うて絞るのではない

かと思います。JIなしろ重要な点は国会が決定しなけれ

ばならん。御勅言語で決定せられるべきものではないJと

いうのは， I進歩派」の主張を代弁している〈町。そして，

それは「われらは，今後の悶本の道徳基準乃奈は文教の

指導原理を，必要とするならば，これは鼠民自らの砥念

と実践とによって，自らの手で完成したいと念願するも

のである問。 J(朝日社説)という5当時のi止論の偽らざる

気持に支えられていたともいえよう。

教育基本法の秘定，教育立法の法律主義の樹'1Lは. I忍

法改正上も必然、のものだったということができる。し、し、

かえれば，天皇の権威に代りうるに国会の権威という先

の主張は，興会が問権の段高機関であり，持径一のな法機

i潟である(慾法第41条)ことの建iliiからいって，必然で

あった。そして，このな法権優滋の原則は.I 国民の厳粛

な信託j(憲法前文〉にもとづくから，国民主権の原則に

白米することはいうまでもない。

教育立法の法律主義の原則め樹之は，さらに，日本陸i

滋法における天皇の規定からも必然であった。まず，日

本国慾法 3 条における天皇の究者~煮のj京貝Ijがある。そこ

では，米議は国34に t~号する 1']-為，具体的には，形式的・

儀礼的行為に限られるが，そのよ場合，天皇は内閣の助g

とj式認、に絶対に拘束されるから，天皇が資{壬を負わず，

内閣が災任を負う。そのことを天皇は政治上然資任であ

る(政治的無答交〕というの。この際則について. 1946 

L昭和21)年2月4日の閣議で，安倍文相は「天皇は無

答案というが，道徳的にも資任を負わないという;意味な

のか。将来，天52は，これを名誉，道徳、の源泉として考

えて行くべきであって，それなら道徳的には交任を負わ

なければならぬはずのものではあるまL、か」と質問し，

絵本国務ねから，法律上の問題であり，道徳上のことでは

ないと説明されたが， I納得しがたい磁持jであったとい

われる(8)0 一方，教育勅言語は，たんに道徳上の権威とし

-4 -
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てだけでなく，超国法的な地伎をしめていたといえる。

そこで，日本国鐙法第3条は，法律上，政治J二の無答交

の原則であったけれども，この無答交の原則は，天皇の

道徳的責任についての保障を，その法的形式においてお

否することによって，道徳的然答案に及ひ、えたのであ

る。このような意味で，それは勅語の存者匡を許さなかっ

たし，安倍文相の期待を災切ったといえる。

教育立法の法律主義の原烈は，憲法第98条のよ怠慾詔勅

の排除にも関係している。ここで，詔勅とは，天皇の意

思表示にかかる公文惑であり，天皇の悶芸評に関する行為

などに限定されるが，その違憲性は，手続上，形式上，

内容上から問題となる。とくに，教育勅語は，内容上の

違憲性が問題となったが，衆議i践の「教予言ー勅音器等排徐に

関する決議J(昭和23年6月19日〉では，主権在君，神話

的国体観に基司づ、いていたことが， r怒法98条の本旨Jによ
って，遼覧表認勅であると、問断され，日本関窓法成立とと

もに，すでに失効していたと確認されるにいたった。こ

のことは，佐藤功氏によれば，天皇の命令として，殴民

が遵守の義務を負う教育勅諮と陀じ性格の詔勅は許され

ないことを，示すとされている〈町。しかしながら，新教

育勅言語が日本関慾法上許されないとし、ぅ解釈は， 98条単

独の解釈からみちびき出されるというよりも，すでにの

べた主権を民，天段無答交などの他の燦定とともに，日

本国憲法全体構造によって，切らかにされているといえ

る。

以上のべたことから，教育立法の法律主義の意義は，

その原則の前提ともいうべき日本国怒法の爾氏支機主義

にもとづいて，はじめて理解できょう。いし、かえれば，

国民主権，天議無答資，違憲招勅の排除という日本間怒

法の原則は，天史大擦にによる戦前教育支配をきびしく

批判したものといえる。教予当局勅言苦は，法焼とし?での，~主絡

~欠いているのにもかかわらず，天皇主権のゆえに，教

育立法の最高法規的地位に君臨したが，かかる天史11語教

育支配を，形式と理念において拒否するものであった。

第二に，教育立法の法律主義の!奈良Ijは，その直接の似

拠を，日本関怒法第26条においている。詰~26条では「国

民の教育をうける権利Jと「普通教脊を受けさせる義務」

が「法律の定めるところによりJとされている。し、し、か

えれば，教育の権利義務や教育制度の大綱について法律

で定めるということであろう。また，教育基本法第11条

も，この原則の「確認規定Jであるといえる。日本国憲

法の下で，教育憲法ともいうべき基本法が，他の法律を

みちびきだす端緒を示したということである〈明。

第26条は，義務教育の然償jjjlJとともに，教育権の国家

から恩民への解放に主主義が存し，この点において，先iこ

のベた勅言語批判とも言語くかかわっているが，さらに， こ

の法律主義原則の明記によって，この原兵IJと対寵される

がj令主義にたいする批判をも含んでいるといえる。とい

うことは，教育立法の勅令主義が教育勅言語を基本としな

がらも，その法的性格において，法規ではない勅言語と法

裁である勅令が奥なるところに務駁すれば，法律主義原

則は，勅語批判にとどまらず， 具体的な法規としての勅

令批判まで含んで、いるということである。このことは，

日本溺慾法73条が命令(政令・省令など〕として委任命

令および執行命令しか許していないように，行二政の法治

主義原則乃至法の支配 (ruleof law)一般のアナロジー

からも，いえるであろう O

明治議法下においては，一般に法律主義の原則はとら

れていたものの，市開村義務教育夜間庫負担法，子行|符村

1'[小学校教育費街路負担今法， :;起業教育費留隊負担法，地

方学事.)議員日など少数の例外を除いては，教育関係法規で

はほとんど行なわれなかった。拐治慾法第9条では， r天
史ハ・…υ 公共ノ安寧秩序ヲ保持シ及凶民ノ学福ヲ増進ス

ノレ為ュ必要5ナノレ命令ヲ発シ，又ハ発セシム」とあり， こ
の天皇大権の下での独立命令によって行なわれた。機織

的には， 1888 (明治21)年，天皇の直属機関として枢街

院が設震まされ， 1900 (明治33)年， r御沙汰窓Jにより，
教育の基本に関するJ!!JJ令は，このi議拘を要することとさ

れたのである。

したがって，法律主義の原則は，天皇制jドの勅令とい

う法形式と枢得税という絶対主義立法機機への批判とそ

れとの断絶を笈言しているともいえる。

さらに1945(昭和20)年5月22自の戦時教育令は，1決

戦教育措I還要綱J(同年3.18繍議決定)の兵体化であり，

教脊本来の活動を全く停止するという勅令であった。こ

のように，教育立法の勅令主義が辿りついたものは，自

ら教育の佼滅を玄ぎするということであっkoこのこと

を，海後宗ぽ氏は「教育法焼が如何にして決定されるか

という基ー本となる陪惑に結びつく (11)Jといっている。い

いかえれば，本来，教育発展のための一手段で、あるべき

教育立法の勅令主義の最高度に進行した状態が，まさに

教育の崩嬢という最もみ教育的な内容をもつものだった

ということである。このことは，法形式と内容のかかわ

りを示すものであり，勅令主義という形式のもつ非教育

的本質をあざやかに示すものであった。

したがって，法律主義の原則は，その勅令主主義を批判

することにおいては，天皇制絶対主義語への批判にとどま

らず，それが進行し，腐約した天皇制ファシズムへの批

判jにまで及び得るものである。

教育}L法の法律主義の主主義は，以上のようにまとめら

WD 
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れるが，この涼則樹立のさいの抱握水準は，この原則が

日本国憲法の基本理念から当然のこととしてうけいれら

れ，原則の独自性や固有性についてー十分に論じられなか

ったということである。

しかし，とくに家庭教育についての立案をめぐって，法

と道徳の関係が論じられ，教育法の特殊性として「法律の

中に倫理的なものを入れてよL、j と確認されたしいへ法

律主義と教育の専門性の原則は，1法律は何によって出来

るかというと，刷新委員会等によって内符がきまり(は)J

と，その調和がはかられたことにみられるように，康郎

関有の論議が部分的にはあったといえよう。

けれども，交法者意恕をみるなら，この法律支室長の原

則は， r教育をうける権利jの範踏の設定を行なうという
意味もある。また，第2項の「普通教育jもその意味は必

ずしも一定しないから，その範囲を慾法によって定める

ということであろうが，この限りでは妥当ともいえる。

しかし， r教育をうける権利jは，権利分類からいえば，
社会権的基本様であるが， rその機利の内谷というもの
が可なり絶対的に近いように考えられる懸念」から「慾

法上適lEに範鴎を明らかにするJとし、う権利の無制限性

や兵体的請求性を否定するという意味も存していた〈はに

このような矛盾は，その後の展開において顕在イとする。

例えば， r義務教育教科設費調路負担請求事件J(段高裁
大法廷判決，昭39.2. 26) では，教科書代の保護者負

担は怒法に途反しないとしているが，怒法26条2宅災後段

にいう「義務教育の無償」は，教育基本法 4 条 2~買およ

び学校教7等法6条但惑にいう援菜料不徴収のみを怒f来し

ているとし、う解釈が，理由の一つにあげられている〈町。

教育立法の法律主義は，勅言語批判，勅令主義批判を行

ないうるということでは，すぐれて近代民友主義の教育

行政原則であった。しかし，戦前においてすら，この論

議を通して，政党政治の弊害が愛慮されていたにもかか

わらず，改革特において，政党政治や官僚支配と教育法

の関係が，この原則を通して，本質的に論じられたわけ

ではなかった。そこで，その後の現実事態のなかで，そ

れは，次のような問題に当面した。

①教育基本法の法的性格，すなわち，教育基本法の準

緩法的法律性と後法優先，特別法優先の原則の関係。@

教育法律と下位法規や委任立法の関係，さらに，学習指

導要領の法的拘束性の問題。⑦教磯良の勤務関係，児童

生徒の在学関係における特別権力関係潔論と法律主義原

則の排除。<I教育行政権による「法の支配」理念、の歪曲

現象，たとえば，勤評J土， r法に勢いてあるからやる」と
地方公務員法40条，地方教育行政の組織と運営に関する

法律46条をたてにすすめられた。しかし，それは，他方

で，教育基本法や地方自治法の無;鋭から，職階制規定の

米実施(地方公務員法23条)や人事院規則(10-2)の

諸婆件(試験評定，多元評定，実施困難な職員への免徐)

を欠くことに奈るまで，慾;意的な法の強行であった。①

教育ー立法過程における「代表と審議Jの機能の問題。た

とえば，多数者支配と少数意忘の関係，教育立法にたい

する教育専門家の意見，国民の教育世論の反狭などがあ

げられる(16)。こうした現在の諸矛盾を解明することにつ

いて，ここではこれ以上のべないが，婆ずるに，法の支

配がパ溺民の基本的人権を尊重する法の支配(17)Jである

ように，教育立法の法律主義原則は，民主主義的権利の

一環としての国民の教育権主拭~:mする法の支配にほかな

らなし、から，今日，それは，こうした観点から，新しく

IFf構成される必裂があるということである。

S2 戦前の教育立法の法律主義論

戦前においても，教育立法の法律主義の主張は，若 i二

であったが存在した。そこで，ここでは，戦後の法律主

主義論におし、て，戦前のそれがどのように反i決されている

か，戦前の主張そのものを吟味してみたい。

といっても，戦後とちがう状況のなかにあっては，教

育改革論は，教脊行政批判に無関心であるか，それをさ

けざるをえなかった。例えば，昭和初期の「学指li改革に

関する各方面一覧表J(文部省調査部)をみると，教育立

法の法律主義の主張にふれているのは， 25の改革案中，

僅かに政友会とはJffI儀没氏の2案にすぎなし心的。戦前の

法律主義の主張は，この 2j長だけではないが，ただこの事

実は，相対的にすくないということをよく示している。

戦前における教育立法の法律主義論の特質は，教育勅

語批判をふくんでいないということであり，戦後のそれ

が，紛j語品t
る。

戦前において，弱体批判がタプーであったことはいう

までもない。絶対祝されていた教育勅語を批判すること

は，神聖視された悶体を批判することにほかならず，教

育行政論の及びうるところで、はなかった。国体問題のタ

ブー性は，それが文部大ぼについて次のようにいわれて

いることからもわかる。 f国体問題の忌誇に触るるもの，

前後三大[:;:i，悉く文部大臣也。・…一国体問題は，文部大

阪には禁物ならずんばあらず」と，森有礼の伊勢大関不

敬事件，尾崎行雄の共和演説事件，小松原英太郎の南北

朝正閤事件があげられている〈叫。この前記三事件のう

ち， I護休批判は尾椅文相の場合であり，森文板の場合は，

伊勢神宮神域における行為が，不敬と攻撃され，小松原文

相の場合は，南北朝についての記述があいまいな教科議

申 6 同
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の責任者として非難された。このように，間体問題は非

難の的となり，さらに政治問題に発展し，森有干しの暗殺

や尾崎行雄の辞任など，文部大E王の格子にさえ影響を与
えることになった。

戦前において，プロレタリア教育運動の天皇秘批判や

クリスチャ γの教育勅諮批判など少数の泰例をのぞい

て，教育勅認の存在そのものが問題になったことは，係

かであった(20)0 

その例として，商圏寺文相の第二勅語説，文部省一官

吏の勅言語撤関説がある。 1894(明治27)年，西留守交椴

は.g長業資本の確立に即応するため.あの勅語一本だけ

では物足りない。もっとワベラノレの方へ向けて教育の方

針を立つべきjであると. 1第二の勅語を下すことの必

要Jを説いたといわれる。これは，教育勅諮の存在が日

本資本主義の確rr.によって多少動揺したことを示すが，

第二勅語説は，支配者内部のかくれた見解にとどまって

いて，公然とした動きとはならず，勅語体制!の最終的機

立へと向うのである(21)0 

また.1891 (明治24)年の内村鑑三の教育勅語拝礼板

谷，井上智次郎の「教育勅語?行儀J(初版〕は.1不敬事

件jとして問題にされ，官官者は辞任，後者は該当箇所の

削除とL、う結果をまねいたが，これは勅諮批判jに準ずる

ものといえよう。さらに.1901 (明治34)年には，文部

省のー修身編集起草委員が教育勅言語撤回説者ピ唱えたが，

俗図議会とジャーナワズムにおいて攻殺をうけ，辞織せ

ざるをえなくなった(22)0 

このような事例は，教育+東方言告の存在そのものを問題に

することがいかにすくなかったか，いかにむずかしかっ

たかをよく示している。そして，このような事例におい

てさえ，勅語批判は，教育立法の法律主義論とむすびつ

かなかったのである。

教育勅語は，法形式における勅令などの法規とことな

り，詔勅であり閣法ではなかった。教育勅諮の権威には，

「古今道徳の道義に合せるが放に権威ありJとする実質

説(江木千之)と「勅語たるが般に権威ありjとする形

式説(穏稜八束・上杉晋吉〕の二説があったといわれ

る(23)。また，勅認の効力は，一般国民にとっては. 1実

質鋭jであり，強制される関係にはないが，官吏や校

長・教員など「教育政治ノ機関ヲ組織スノレ者Jにとって

ればなり」という天皇主権にもとつ9いて超閣法的地位を

占め，明治覧表法・箪人勅諭と鼎立し，忠孝の徳島をはじ

め天皇命u関家主ど支える反動イデオロギーであった(2町。

教育勅語は，各種教育法士誌のなかに，その越冒に則る

べきことが定められていた。

「修身ノ、教育ェ関スノレ勅諮/旨趣ェ基キテ児議ノ:徳性

ヲ鴻養シ道徳ノ実践ヲ指導スノレヲ以テ要胃トスJ(明治

33生f-改正小学校令施行規則第2条)

「紀元節，天皇室日及一月一日ェ於テハ職員及児笈，学

校ェ参集、ンテ左ノ式ヲ行フヘシ(r:j1世各)

三 学校長ノ、教育ェ隠スノレ勅語ヲ奉読ス

関 学校長ハ教育ュ関スノレ勅誇ニ悲キ塑旨ノ在ノレ所ヲ

潟告ス(後H在日(悶前~28条)

「学校長及教員ハ教育ェ関スノレ勅言語ノ旨趣ヲヰま体ジ法

律命令ニ従ヒ誠実ニ其ノ職務ニHRスへ、ン I(間前第133条〕
また，戦'f"Yiこ歪つては，国民学校令(昭和16年〉にお

いて「第一条 国民学校は皐閣の道に郊りて初等普通教

育を施し密民の慕機的錬成を為すを以て目的とすJとあ

ったが，逐条解説は，異口同音に Fここでいう「蚤閣の

道Jとは何か，それは教育勅語に明示し給へる「斯ノ道j

を援す1といっているし〈町，同筋行規則 i条 3条宅とみ

れば，そう解釈されるのな当然であった。教育法規にお

いてだけではなく，訊|令，訓示などいたるところにおい

て，勅言苦は強調されたっ要するに，敗戦に至るまで，学

校教育の方針は，教育勅語に帰一させられ，教育法規の

みならず，学校における教育実践の基本は.JliJJ諮の趣旨

に虫病lしたということであり，ここに勅語の拘束性が存

したものといえよう。

勅令もまた， 天皇が枢密院に出!奮し. I1民似?資額間諮

拘ヲ経テ000令ヲ裁可シ，主主ニ之ヲ公布セシム」とい
う形式をとるからと. 1教育制度の基礎に関する勅令は

聖勅にも比せらるべきjと詔勅なみの権威を強調する解

釈もあらわれた〈町。

したがって，教育勅語や教育立法の勅令主義につい

て， その非立怒性きと主張するならば. 1"命令ユ依リ左右

スノレコトヲ得サラシメタノレ術己ナワ是ν本邦行政権ノ無

比ェ完全ナノレ所以ニジテ他国ノ理論上当ニ此ノ如クナノレ

ヘキヲ知リナカラ止とュ出ツノレ能ノ、サノレ(28)Iという外国と

比実質できない国体観につきあたるであろうし，まさにこ

は拘束されるとし、う見解もあった〈判。 れをうち絞れなかったのである。

しかし，いずれにせよ，実際上は，実笈説と形式説の F 第二に，戦前における教育3工法の法律主義の主張が，

二つは統一され，超閣法としての地位なしめた。それは， 勅議批判と結びつかなかったとすれば，それは実体にお

「教育に関する勅語が臼本陸民に対し絶対最高の権威あ いて何であったか。それは，関口泰氏によれば.r教育制
る道徳律たり，臼本ぼ民は必ず之に依透すべく絶対に之 皮の法律化【2円であり，政友会案によれば. 1教育施設

に惇戻すべからざるは，勅認が主権者たる天象の窓怒な の法律化〈叫Jである。「国民を如何に教育すべきかに潟

間 7-
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ずる国家の権力を，主主に大胆に教育機と名付ける」戦前

の法制からいえば， 国家の教育権のなかで r教育実行
権」に対比された「教育制度制定権ともいうべきもの」

(外的事項)の法律化にすぎず， rr~的事項j たる教学イ

デオ戸ギーにはi剖妾かかわらないことな現出としたよう

に沼、われる〈町。しかし，その突，両者が深くかかわって

いたことは，小学校令，中学校令，高等女学校令，専門

学校令，実業学校令，大学令，師範教育令，私立学校令

などの教育1\i~)交についての勅令をみれば，明らかであろ

う。

くこのような主張'd:i&革的，系譜的にみれば甘くは明

治初期から存在していた。

1879 (務治12)年6月6日の元老院会議の教育令布告

技第二読会において，佐野常民委員は， r官玉工学校ノ:事ヲ
法律ニ掲クヘカラスjについて「解シ難シJと反対した。

彼は「今ヤ我国ノ中小学モ皆府県ノ議会ニ付シ以テ茶費

用ヲ支給セシムニアラスヤ此製ヲ類推セハ沓シ溜議院起

ノレニ及ンテ大学ノ事ハ之ヲ議ス百Jラスト云フヲ得可キ

ヤJと，法形式の浮立慾性宅ピ王立祭し， rg立学校， 1守立大
学の法律化を主張している〈問。

また， 1890 (明治23)年，文部省と枢積院の策叡re'，
勅令とされた「小学校令J¥土，当初におし、て「法律ヲ以

テ小学校令ヲ制定シJと恕自が付され，一時「小学校法j

と{修正されたのも，このような学校制度法徳化の主張の

端絡を示すものであった(")。

さらに，このような法律主義の主張は，その後の事態

において，教育に関する勅令の回定化という現実の救命令

'j-f.I'畿の矛盾についての認識から起って米た。たとえば，

l昭和にいたって，小学校令，中学校令，高等女学校i1，

実業学校令，専門学校令は， r既ニ約40:年ヲ経過、ン，ソノ
間部分的ニハ緩々改正ヲ加ヘラレタガ，全面ニ主主ツテ検

討サレタ事ガナイ為ニ，今ヤ時代ノ要求ニ背馳スノレ所多

キモノト見ラレテイノレjし，高等学校令や大学令も「約

20年ヲ経過シ，今ヤ決シテ完嬢トシテi主ンス、ノレコトハ出

米テイ」という学諮~改革ー待議の世論告c背ぷとするように

なる〈問。多数の学制改革プランが山積したが，厳密院が

それを勅令のなかにとりいれない現実のゆえに，法律へ

のきりかえが提唱されることとなったのであろう (35)0 

また，学校制度の財政的側面のーっとして，市町村立小

学校の設援授が小学校令51条に主主められていることにつ

いて，r市町村住民の負担の上に主重大なる関係を有する規
定の如きは…法律を以て定めることが妥当で、ある(問。j

と主張された。町村税の大半をしめる戸数割附加税をも

ってしても，小学校費を支弁できない事実は，小学校制

度の維持そのものの危機であり，勅令によるものともみ

一8

られたからであろう。

教育立法の法律主義の主張は，教育制度の法律化にと

どまらず，教締の権利義務の法律イヒともむすびついてい

る。小学校令は，教員の資格及び権利義務を規定してい

るが，勅令主義の rIE当性」と「合法性Jは，明治慾法
19条「白木泣民ハ法律命令ノ定ムノレ所ノi資格ニ応シ均ク

文武'古ェ任セラレ及其ノ他ノ公務ニ就クコトヲ f引を十~

拠に，をを絡そのものや公務は，法律でも命令でもよいこ

とは切らかであり，さらに，権利義務は公務に包括され

るから，可能だと説明される。「葉小学校教員タノレモノ各

般ノ義務ハ其ノ公務ト相離レスjという包括的支配権の

思想と，勅令主義はわかちがたく結びついていたく問。し

たがって，その法律化の主張は，包括的支配権の批判に

立って， r教員宅事の権義を確保Jするものとされたのであ
る仰〉。もっとも， r改正小学校令jの家議を通して，教員
の送隠、料及滋族扶助料は法律とする(市部l村立小学校教

員退隠及遺族扶助料法の成立〕ことなどがジとまったから，

部分的には，この::t張は通ったものとみられよう (39)つ

第三に，戦前の法律主義論の特質は，ブソレジョア民主

主主主としてのIL慾政治を貫徹する一手段であったといえ

る。教育立法の法徐主義の主濃の民主主義主的側面は，そ

れがまず「この主張は主権在民主義である。日本慾法は

この原則に立っていない(叫jと，支配者によってしりぞ

けられたことである。また，そのブソレジョア[向性廷は，

その!京則が，教育団体のみならず， Jl支友会や民政党とい

った大ブノレジョア政党のスローガンとしてぬげられた4

とからいえる〈刊。(ただし，従野時代であり，政権の泊三に

ついていたときはーだてさられた。〉こうして「教青A上の法

令は予算に関係あるもの外議会の協鐙を経るを繋必ず言蓄

積の審議機関なきに非ずと艇も多く形式的存在にして凶

民の総;訟に聴き国家の教育政策を樹立しその遂行を期ナ

るによ己るものなく社会の決:還を充足すると ζろ家し(<2り

という勅令主主義批判にもとづいて，教予脊寄立法にTたよふし

j議議会の子与，国民の参加が必要なことがI!qばれてくる。

教育立法の勅令主義原則の総立は， 1900 (明治33)"'1' 

4月，明治天皇の御沙汰設に基づく椴滋i波宮市l第6条の

改蕊により， r教育ュ関スノレ重要ナ車b令」が治主~J当事項とし

て明文化されたことである。それは， r内閣の性質に制約
される朝令暮改牲を排除せられんとするの用意にwづる
〈問Jことを，大義名分としたが，実体においては， IU保

有朋が，政;友会発足前後の縁側政府の危機を守るため

に，政党政治を紡ぐ対策として，天皇に「奏請」したも

のであった。したがって，法律主義の主張には，プノレジ

ョア政党の議開政治批判j・絶対主義勢力批判という，天

皇制緩カの内部矛盾が反映してし、た(")。



H*における教育行政改革案の系議
また，財政法規など少数のものであったにせよ，法律

で設けられたものがあることは，教育立法の勅令主義の

変郎であり，その貫徹が部分的には不可能だったという

ことであるから，ァツレジョア民主主義的乃主立怒政治的

(議会主義的〉主張の反映が，部分的にせよ全くなかっ

たということではなし、〈向。

憲法解釈諭としては，小学校令のごとく児童の就学義

務官ピ国民に負わせる場合，新しし、義務の負担は法律です

べきにもかかわらず，法律によらないのは，語家、法違反で

あるとし、う主張がある〈的。それば， I牧野文書」におけ

る「帝国憲法第二主主は，法律;に依る義務を明記している

ことは，炎瓶で，その他の義務;工，命令をもって規定し

てもよいという意味であるWリとL、う合憲論と対立して

いたが，しょせんは，明治慾法のわく内での解釈論争で

あった。

i!ß[1旦の特'W:~主，天皇制の絞高権力機寺としてのj緩衝院

の改革縄問題の ~1~僚としての必然、性があったということ

である。大正デモグラシーのもと，似滋i涜改修論として，

美濃部達古の全廃論，有{公3忠義の儀礼的機関論，吉野{乍

i査の骨子顕議会が宣言{壬を負う識があった(叫。 このように，

たとえ，教育;立法の法徐主義が主張されないとしても，

，fji街院そのものの存在容定論法，この}京共Ijの尖現可能性

を示唆するという，法律主主義論の背;訟をなしていたので

ある。

しかし，このような栃密院改革論について，ァソレジョア

大政党は必ずしもそれを正しくうけついでいない。たと

えば，大正14年の「政;友会教育政策案」をみると，I教育制

度の法律化jについて「漸を追て之な災滋すること。{旦し

紙密院に対する諮拘事項の範囲に関する問題は加に考綴

すること(")jといわれている。ここには，微温的な漸進

主義と，枢綴院にたいする気兼ねがよくでている。戦前

の法律主義論のなかで，ァツレジョア政党のそれ;工，栃'i'1'i

院改革問題にたいして，このような限界をもっていた。

第五の特質は，枢密院改革:問題とともに，天皇制M~:k~'

主義官僚機構の一つであり，枢街院に密滋していた文部

省、批判のー態様として，法律主義の主張は，必然だった

ということである。そもそも，勅令主義自体が，地方自

治や委任主義の不信，文相の全権にもとづいていたもの

であった。「牧野文議」は， I政略上本案(小学校令築-

I} I用者注〕ヲ法律トスノレノ不可ナノレ'j';j~次のように説

明しているく叫。小学校令第10条で，文部大沼に「教則大

綱制定権」を規定したが， I教育ノ:主義ト災ノ事務トハ実

ニ空官接ノ関係ヲ有スレハナリjであるから，これだけで

は充分ではない。というのは， I教育ノ主義jは文部大況

の手にあっても，地方行政は学務委員が存在するから，

中央と地方がくいちがう場合が起るからである。このさ

い， .地方に対して委任を解除することも必婆となってく

るが，法律で委任する場合J主，法律で委任を解除しなけ

ればならないから，1議会ノ新法ニ協後セサノレニ会ヘハ為

ニ文部大限ノ;教育主室長ニ於ケノレ金権ハ函餅ニ帰セント

ス(51)jとL、う事態が憂慮される。さらに，日本の地方自

治制の実効や委任主義の是非はまだ明らかでないから，

「万ーェモ有効ナラサノレノ恐レ現ニ存スJというべきこ

とになる。大重きすれば，以ーとのように文部大臣による教

育行政の中央集権とし、う至上g的のため，教育立法の法

律主義はしりぞけられたのである。勅令主義批判は，こ

のような文部省のあり方自体に対する疑問と改革要求と

なすびついて諭ぜ、られている O例えば， I文部省ハ……殆

ド議会トハ関係ガナクナツテイノレノデアリマス。〈中日i寄〉

主えそ議会ニ於テ閑ダト三イマスカ， ソウイウガガ文部大

路デアノレヨウニ私共思ッテイノレノデアリマス。(中置各〉彩、

ノ、モウ少シ文部省ガ一般社会ニ術後ナ関係7保チ得ノレヨ

ウニシテj長キタイト思イマスJと，不充分な議論ではあ

ったが，文部大自主と議会の関係から，文部省の改革を要

望し，勅令主義について「今日ノ役ノ仁ドデ良イコトデア

ノレカドウカJと疑問をのべている何人

以上のように，戦前における教育立法の法律主義諭の

特徴をみてきた。ここで，ふたたび，戦前と戦後を比絞

すれば，戦後改革により，戦前のそれが実現されたとい

えるであろう。とくoこ，戦前におけるタブーの一つであ
った!週休批判ともいうべき勅諸批判から出発したこと

は，戦前の法律主義，#誌の単なる実現ではなく，それをこ

えたといえるであろう O また，戦前のそれの批判対象の

一つであった枢密院の魔法たどは，戦後の原IWJの実現を

容易にしたともいえよう。

しかし，戦前の官僚機縁の浅存，帝国議会から国会に

転換したとはいえ，政党政治の弊容という批判対象とし

ての事態の述続もある。し、いかえれば，教育立法の法律

主義論は，とくに戦前のそれにおいて，法律か勅令かと

いうことにとらわれすぎ，戦前の法治行政一般を批判対

象iこずえなかった(それは勅言語批判と結びつかなかった

こととも関連する)ところに，決定的な開題点があるよ

うに忠われるコかかるが故に，教育立法の法律主義.IJR貝Ij

は「可なり根本的なことだが，根本であるだけで，それ

自身内容をもたなし川町」という批判が出たので、はあるま

L 、カミ。

一般に，明治慾法下における浪治行政は，たんに法律

と行政の関係を形式的に紀律するものにすぎなかった。

そこでは憲法に定められた区民の自由および権利であっ

ても法律をもってすれば，これを侵害することができる
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ような法律:の支配であり，そのもとに天議制に奉仕する

官吏の行政活動の自由が{保障されていた，といわれてい

る(問。こうした法治行政の論理を支えるー溺として，教

育立法の勅令主義があったことの意味が，先にのベた事

態の迷続にもかかわらず，戦後のそれにおいて，認識き

れていない，原郎の転換が完全に行なわれていないとい

える。

〈波1) 揃君事「戦後日本の教育改卒思想JC:/ti毎i呂大学教育学部紀型， {;f1 
10手3f，昭39).告H務 f教育落本法の成lLと教育暗IJ新u良会JC戦

後数湾研究グノレープ編・戦後日本の教育改午J・iiiJ札臼本教対
学会第20聞大会報告を議，問36. タイプ昂1])など参!問。

(a 2) 教育刷新委災会総会議事録 ClI'HlmJ.耳目和21年11月15El) 
(注訪 問慾1特別委主義事録(第 11司，昭和21$9月23筏〉における務

合3E民の報告。
(13， 4) 1詩前(第2悶， 耳召有121年9月25日〕
(注 5) 間前(第 1閲及び第 2l弘前掲)

(注 6) 朝日新関社説「効活淡発言誌を斥<J (昭和21fj'3月初円)
(a 7) 剤、子一幸福「主主解日本語ヨ建設法J.1:巻 p.103 (有署長!苓1.昭和28，年〕
(践的 入江俊'JlBr院本塁若草革法成立の絞総Jpp. 112-3 
(波宮) 佐藤功「言霊法Jpp. 587-8 (ポケット注釈全審ム有望長関.II!J

和初年)

(注10) 存念走塁吉「教符基本法Jpp. 136-7 (r教待関係法 IIJれ本
論社，昭和33年〕

(注11)落後察官H 教育法Jp. 160 C[議E在日本近代法発途史 IJ昭和
5五年， 聖書fif懇涛〕

(注12) 念総主主鼠の質問に対ずる i哲保安i乏の児(主主暗IJ~ 1I'112[iiJ滋会義

事録，昭蒋121年11月22日〕

(注13) 問中文1習の発 C教別委理苦130丑総会ト義主主主，昭和21J1二11月2g月〕

(注14) 告書90閲市長自語会霊堂族院委員会 (1昭和21年 9月1911)における'1;1::

野英一氏の質問に対する金森徳次郎関務中自の答弁(N!水 f中総

「遂条日本殿潔法得議録告書2巻Jp. 620. 11'1主関.11召古7)
(浅15) 兼子仁編「教宵裁判事j例築J(東大出収会. I府39)pp. 58-61. 

(注16) 掛穏「教育法制における法の交際J(前潟).銅烈「中央教湾行
放の諸問題J(イ[守合子綴，主主(1と法律.1招36.ifr評論〉参照。

(注17) 彰村敏iEr行政法の溜河産自Jp 83 (新法学議開「必保栄舟IJと
ilU所収三一新滋子甘)

(18) 石)I!準ffr総合関l1>'と教育改1下茶Jp. 550 cm水落防.，日37)
なお，王室rll，遠発「教育制度の研究Jp. 354 (日本ミ術普及fz，
大iE15).丘J汲辞「明日の初等教育Jpp. 116-7 (同防護手段，
Z召7lほか，以下の引用文献参照。

CiE19) 横山健:litr文海大国を中心として浮諭せる日本教育の交遜Jp. 
242 (中興自官，大iE 2 年).木戸主主~1t. rl河合の教育pヤーナ 7スd
ムJp282 (近代日本社.11召古7)

〔注20) たとえば，プロレタ 9ア教育遼動の数奇効活批判として.r小予

校という小学校l土勿論， [司本E富良l土， この言葉(勅.t~-BI IfJ円

注)を忘れないために，守まある苦手に，有1撃しその~I!げを考え

I亙さなければならなL、。そして.欽;;}涯の開通式にも，稿写誌の議

成式にも，燕尾般の5習が読み上げて，自分のよ手を反行しなけれ
ばならなL、経文となったのである。 ('1'田島)関ffiこそ.， 、L、巡の
皮であった。彼等l土，悶民の三大義務を.101が放にかかる強制!
の移桟するかも考えることな〈熔蒲ぜしめられる。j が例にあ

げられる。〈本E主陸努「資本主義下の小学校Jpp.7-8，自治社
刊，限者15 年。〕またク~スTヤ Yの教育勅語批判j として，木干

潟iI(キヲスト数社会主義者)1丸「只だ各人のtl'!龍H甘く古告はぎ
るほ刻ち当時の政府が，民心をして1憲法政治のril量より鱗れて
政府的権力に議歌せしめんが為に兆の晃々たる JW勅に1i~d-て一
穂の陰険なる教育政台を ~IH したる -niíに在り。 j と続的iこ

っている。(筑B3n育子編「羽ヌドプロテスタ γ}人i詰i形成論J明治
凶審， I沼38，p. 101) 

(注21) 石期主主「近代日本政治構造の研究Jp. 21 (未来社，昭和31年)
石戸谷哲夫氏によれば，西E草寺!土防fT均年代にも第二勅z洛説を
唱えたという。打開綴寺l土)後に，明治31王手 1Jlに第二次伊藤一

内閣が成立したとき，再び文部大陸となったが，この持l主Ii¥:IW
な教育勅諸君と改めようとして，羽t合フミや伊藤総理の内務:まで

一10

〈主主22)

Cil:23) 

(iio24) 

CiJ;2ii) 

(注2o)

(ii二27)

(1128) 

ci主29)

(1:1二3J)

Cit311 

ci主32)

(1上33)

(i134) 

(1主35)

Ci主36)

(正主37)

i当たが.I tjy~~系ω1J(j.fにあって，文 j目的地伎を去った。J CluJ rll 

本数以史研'JEJ pp. 715-216，議談社.11日33)
t者坂1よ作「日本の主主主君革命と主主符J参j液〈岩波JTI代数脊学 5.
「臼本近代数符史j附32)

なお.r教育効議退hlJの議J1土，伊藤博文によって「犬レ徳誇/
指針タノレヤ共ノ大鱗ータヒ定マラハ之ヲ1/7宜Vク万世ニ主主リ

テ変セス艮燦然ト vテl[l'::<可ラナノレモノアラVムヘν苅モ己ム
ヲ得へキニ己マス時ユ随テ史改若ノ、i自治るノ梢法待命令ノ改i発 l

札1綴似スノレモノアラ >'Jと反駁された。(渡辺幾汗;ilBr教育:ttr
否決7去の111米Jp. 190. 限10.学術著書院〉
第15回 2守図議会衆議院(明治34年五月初沼)における交fi，以下絵
j誌の質問参日現('Ze僚機織編「恨閣議会教育長議事総覧J第 2巻}

式部欽 「日本教育行政法論Jpp. 101-3 C日本学術普及会，
大正5fj三)

なお，教育勅与を.i役務T沼紛の，っとみるかについては.議議

がわかれよう。 f関務ニ!渇スノレ Sf.l勅ノ、自ヨ務大!ii:ノ副j事~7 婆ス J

CI日:説法55条)とあるが，教i'f車IJ;苦には，飽j議がない。これi主，
「内閣の政事」と滋伐され， r内"号政略の-Jと見倣されること
をさげたためだという。(渡辺「教育勅滋i喚7をのは1米」前
p. 171) 

大山:宇太郎 rIJ本教育行政法治Jpp. 35-36 c!ヨ話火iE
5C王手〉

式詩1・HiJJ号選手 p.105。参終・協議昇 rl明治前期j政治史の申
(首都8.米**1:)

なお，大I1.J.倒閣議においても，勅J苦:主司法でl主ないが r/ι
iミナノレ f~ ，司ノ援民ハ之ヲ E護法以上ニ号車キ大 :iT1ト Vアjj~符z霊塔セ

Y コトヲ需ブノ美風ヲ :.11 セルハf~ガ国 f本/然ヲ V ムノレ所ニ1/ 7

î!'~ ノ法律上ノ権力jj~従ノ関係ノ三ヲ以テ君ffi ノ別ヲ立ツノレノ!叶

ト大Æ アル，I，~!，ナ日トス J (pp.33-4)とあるように，悶:*綴が

強調される。おiJ5'.船主盛 r'J、学校教育行政法規精義J (1I(l 

1日. rtI1下i盟主警)p.66 
大rll忠1佼，本1m俊一 rr時J'¥¥'戸49:??釈義Jp， 16 (昭16.祝日JijJ入
朝日新開干上「悶民校そω 、持と解説Jp. 44 (昭15). 日本{有
冶協会総 rr雲氏学校数日リ案説明j望書淑及解説Jp. 9 C日本五tH
版協会，刊誌15)

お，参1¥(，・総月芳雄「って佼fTにE免れたる 114国数手ωw内J(修
交官官， 関18)

広浜謀長主「教育法主主";<J(成建蛍，昭如14王手)p. 3月
「小学??に隠する、l1'，J(佼狩羽 {i23年)cr明治文化資料
iJi 81，1}， 主主i'i編， r刻fi36年， 胤ItiJ護手際)

本時lJ:¥H毛:土，ヨーロツパカ1孜流法規の法律主義をとる箆:11'を.，絞
淡[iUMYと求書{/[UM盛tあるとし，日本の特殊性を強調してし、る。
「欧州/教育法規が11'々ニνテ法律ヲ以テAYラノレノレノ 1二ムヲ
得ザルモノハJI4-'C;t経済問魁ノ共潤ニ見ノ、スレルコトアノレト 2点数問

題ノ織ハルコトアノレガ為ノミ-iiV1叱ニtHjfmノ存スルコトナクシ
ベ必ズVモ法律ノ規定ヲ喫セずノレノ、明k'JノWjCニV7t年ニ:話器i1
'1'ユ教育/~1j'll.i ヲ尚クノレガ必キコトハ(例へパ-'ð:隠)断ジデーと

レナカノレベキナリJ(tJlきir教ff行政Jp. 24，念洛:数，明治24
'1') 
Illll:J若手「教育悶策の諸!日1]，¥'!lJpp. 1-2 (滋i1t;誉凶， If!l手111日午)
昭和B年の「教育改革ニ泌する建議政友会議，ム'Hj生委iトHと弘完
〈前掲「総合問策と教育改革おJp. 567) 

将悶休広，小牧l京盤光「教育行政Jpp. 1-5 (自治行政完塁手守努5
14巻， 貯金謀議滋， 附R19年〉

官官掲「切れ文化資料議選第8をJp， 108 
伊藤敏 rU)]fi2百年小学校令の成立過援に!苅ずる一号祭jp.14， 

19 (r致育史研究JNO. 7，司自11134年 4月)
なお，江十三子之裁量主来〈和j刊行会， 1f!l8) pp， 12il-1参!!(l。

答渓会「隠策ノ線本主主ト νテノ文教ノ振興Jpp. 743-4 (前潟，
fi色合国策と教育改革案J)
ri&友会学制改革ニrlllスノレ，在、見Jp，698，など参総(いi鋼所以)
式訪欽ゅ「教7守行政法Jp. 241 (現代法学金集第27!，J;， HA>:，;手
議社，昭和5年)

溺掲「小学令ニ関スノレ見J(牧野交選手， p. 193 r明治文化資料
議著書官苦8巻J)

(注38) ri工コド千之翁経緩淡J上巻 p，120 (江本 lニ之翁経歴談刊行会編)

(設'39) I司前 p，121 

(i主40) 前 f.fM!z~守文 p ， 191 
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〔注41) 立主筆致友会「政友会教育政策j大正14年(官官掲 f総合国策と教

育改革案Jp. 691)， f政友会学制改革ニ関スノレ，窓見JC，書簡 P
698)， f政友会教湾改革索要項j昭和9年 8月 Cf近代日本教育
制度史料」望書16巻 p.77)，民政党「教育改革案j昭和百年B月

(間前 p.79)など参照。

Cii42) 宮治法「文政革新問題試祭Jp. 10 C悶策研究会， f文政市新に
泌する研究資料j昭和12平)

(注43) 広浜野生「教育法E草学Jp. 35 (前崎)
Cilo44) rm'l骨院問題Jpp. 40-1 C朝日華fflrltt，t羽和5年)

平mT春好「明治期における教育行政の機溶と忠怨Jpp. 54-8 
(東大教育'下郷紀著書第自宅.， 1963) 

(在住45) 法律化反対論も「法律を以て主主めさ'るも，税関議会の政府の行

i攻に対する致録的作用により干与しねること，中央地方の系議会

が予算の協会者機を存ずるに依り教育設の負担1に干与しうるこ

とJなど江主筆政治的主張が部分的にみとめられてし、ることを，
理1ftのーっとした。(船越・蔚掲議 p.66)

Ci:T.4o) 美濃部1;主資「虫;節省の学制改革案J昭和6年 9Jl14 1'1 (信大新
!品]社「学術j改a宇治Jp. 121，昭和百年)

同じように，校災・教員に懲戒機を勅令でみとめることも問題

になった。(船主事・官官主君主審 p.66) 

(i主47) 蔚掲 rllll治文化資料議室著書，第8巻Jp. 191. 
(法48) 前掲「縦モ普段際UA霊Jpp. 151-6. 
〔注49) 前掲「総合凶策と教育改革案Jp. 691. 
Ci主50) 前崎「明治文化資料護霊再B考委Jpp. 200-1. 
ciヒ51) この点については，江本子之総懸談においても，枢約のぷ凡と

して「教育ノ如キハ-13災方針ヲ誤マノレトキハ寝童話定ノ法磯ニ動

操ヲ及ホス等ノ恐ナV トセス。故ニ，之ニ関スノレ:出演ノ、，勅令

ヲJ;:l、アAムノレコトト ν，議会ヲνア容場主セ Vムノレノ治ヲIHjカサ
ノレヲI1JトスノレJと公う点にあったとされている。 C前[俗芸書・上
主主 pp. 120-1) 

Ci主52) I協和何年4月13日，救育評議会i1'lH団総会における!tli波t-iiい)
党首 Cf近代日本教育ij，'l]!笠史料Jilf!15巻， pp. 112-4) 

ci.主53) 前掲「教育E琵策の諮問走塁Jp. 51 
(注54) 現代法の基本原狸j 参照(新法学講 ~i~. 三一塁霊長g ， 1lll31') 

第2輩文部省改革論

~1 戦後の文部省改革諸案 一一一'11央教育委
もf仁tl心に

戦後の文部省の基本的改革案として代表的なものは，

文部翁廃止な前提とした中央教育委員会案と文化省案の

内案である。そして，問案とも，一方では，教育ー改革の

一環として教育刷新委員会という場で，他方では行政改

卒の一環として，関係審議会で論じられていった。(付表

参照)

まず， 1=['夫教育委員会案の iD本を見てみよう。 1946

(昭和21)年8月初日，調議決定になった「教育行政刷

新望書綱案」に主主場するが，そこでは，基本的文教政策の

調査審議機関であり，具体的には，教刷委の移行が考え

られていた。さらに，同年11月からは，教崩1]委第3特別

委が審議にあたり，その結果は， 1946 (昭和21)年12月

27日の建議室「第一回建議事項問教育行政に関することJ

となったが，そこでは，文部大陸の諮問機関として中央

教育委員会を設け，援要問題の審議に当るとされてい

るいにしかし，改革の具体化は，現年にもちこされ， 19 

47 (昭和22)年12月，教崩1]委第10特別委第2分科会がこ

れをお当，集中討議し， 1947 (昭和22)年12Jj27日の

「大学の地方委譲，自治尊重放びに中央教育行政の民主

化Jという第9@l建議にいたる。この内幸子は，部分的な

間接選挙制のもとに，1ちなる諮問機関ではなく，教育政

策の察議機関として建議権など強力な権限をもち，文化

省が中央教育委員会の執行機関的役割のもとに設援され

るとのことであった(2)。部分的な間接選挙制とは，中央

教育委員会の委員定員15名(任溺4年)の選任方法を次

の方法によることである。

1. 6 ::?t……各都j技術県内の教育委員会の委員中より

2なL、し 5l奇の選挙人を選挙し，この選挙人が12名の侠

裕手売を選定し，文化大臣がその内より 6名を指名

2. 2名……衆参向院議員各 1名〈阿院の指名)

3. 7 :f，……文化大臣の推薦，間会の承認

当時，教育刷新委員会としては，中央教育委員会の関

係法案について， 1ヲ47(昭和22)年12月27日にCIEに

提出， 1948 (昭和23)年 1Jj 6悶に法総局に提出，一月中

に議会に提出のJ主体的スケジューノレな考えていたがゆ，

，Ii領京の不承認などによって， 1948 (昭和23)年2月7
日の第12回建議事項「中央教脊行政機構に関することJ

の学芸者案iこ道を譲る。もっともその「学五省案」のな

かでは， r基本的事項については，中央教育委員会(仮称〉
の審議を経ることとするjとされているから，委員会そ

のものがなくなったわけで、はなし、。しかし，同建議の立三

宵はむしろ学三ミ/fiの来日織と権限のJ主体化にあったのであ

る。

その後，教側委としては， 1950 (昭和25)年12月から

1951 (昭和26)年3月まで，第20特別委で中央教育委長

会の問題として討議し， r第35回建議事項 中央教脊審
議会についてJ(昭26.11. 12)となったが，占領末期であ

ること，すでに文音s省設置法が成宣したこと，その争奪議

が文相の諮問機関にすぎない「中央教育審議会j として

実現されたことの諸点、を考えあわせれば，戦後教育改革

の一環としての昭和21年から23年にかけての中央教育委

員会論とは，区別される性格をもっていたといえよう。

しかし，当時の論議が無意味であるとし、うわけではなく，

後述するように，委員の推薦母体などの機構論に特色を

もっている。

次に，行政機構改革命の一潔としてどう扱われたかを見

てみよう。 1946(昭和21){f1O月に，行政機構改卒の研

究と立案のために設けられた行政調査部でも，当然，内

務省とならんで，文部省の改廃弱震が討議された。まず，

iヲ47(昭和22)年12月10日の行政調主主部「新怒i法下の行

政機構改革:の方針 jをみると，学芸i!'i・文化省に転換す

1
 
1
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るという方向とともに，内隠総理大況の管理の下に中央

教育委員会を設けるとし、う方向が「考慮されるべきJと

されている。さらに，同年12月208の同部内の一私案

「文部省改革要繍試案。)Jでも，文部省を廃止して，中

央教育委員会および中央文化委員会合設霞することとさ

れている。そこです土，いずれも，学識経験者から，五名

の委員を国会の同意をへて，内閣総海大庄が任命する，

委員の身分保持制度や委員会に文部省を極度に鮒索化し

たlH多機構を設けるなど，詳細に具体化された独立行政
委員会であった例。次いで同部の受1948(昭和23)年 1

月78の「行政機構整潔試案Jでは，文部省を廃止し中

央教育委員会を設け，残りの事務については，厚生省と

合体するという「乙案」となった。

さらに， 1948 (昭和23)年2月に設置された，臨時行

政機構改革審議会(会長芦田均首相)では 3月15臼の

「第一次行政機構改革案(幹事会案)Jの*で，行政調交

部の仕事をうけついだ文部省改革案として，甲案tこ教別

委および学術体制刷新委の学芸省案(諮問機関として中

央教育委員会および日本学術会議をおく)，乙案に前認の

中央教育委員会，文部省の残りの事務とj写生符の事務と

合体してー翁設置の二本建案が係府され，審議に付され

るが， 同年4月15日の審議において， 乙案は急激すぎ

る，アメザカの制度だけで問題を考えるな，日本の現状

において不適当であるとの反対意見がで、て，甲案が採用

され(6)，同年6月30臼の最終報告書では， 1文部省の組織

については，昭和23~均三 2 月 7 日教育刷!新委員会報告小学

京特(仮称)の総織に関ずる部分を謀、号室とするものとす

る。Jとなった。

しかし，行政改革は，芦田内閣崩壊のためにさらにも

ちこされることになる。 1948(昭和23)年10月，濯場し

た第二次吉田今綴は，新しく行政機機捌新審議会(会長

吉岡茂首相〉を設置して，この問題に当った。そこに提

示された行政脅E竪庁(昭和23年，行政調変部と中央行政

厳察委員会が統合して成立〉の「各省庁機機改革試案i

〔昭和24年 lf]148)，1各省庁機構改革第一次参考案J

(同20日〉では，第二案として，文部省を廃止して，総

理庁の外局として設I設するという「中央文教委員会j案

として，ふたたび委員会論は復活した。内容は，①委員

は5名とし，国会の承認をへて内閣が任命する。@委員

会に，基準郊，調整乱振興部(または文化部入管理A部

よりなる事務局をおくというものであった。そして，そ

れは，大蔵省主計局の「内閣および各省行政務燦案」

(昭和24年 1月26日〉の第二案， 1行政整理要綱〔主計局

試案)J(同27B)と対応するものでもあった。しかし，

それは，審議のなかで，問中二郎委員の反対意見により

12 

葬り去られ，委員会制度はとらずに， 1文化の向と普及を

図るための斡旋奨励の機関jとして守告を残し，機構を徹

底的に筏素化するのという方針となった。 (1行政機構刷

新の基本方針」昭和24年2月10日の答申に付された「各

省庁機構改卒Jにある。〕

この間，r文部省の機構改革に関する行政調査部案に対

する~&.見J， 1文部省機構改革Lに関連してJという文部翁

文設に示されるような文部符僚の抵抗があり，それが，

中央行政機構改!1t~のおくれ，せ了間保守党内閣の主主;携のな

かで、功を奏したことはいうまでもなし、。

以上のべた教別委，行政機構関係の言語家議会のほかに，

各政党もこの案を採用している。たとえば，日本進歩党

の「戦後教脊改卒案J(手口和2J:ff-5月48)における内閣

i直属の文教本部設置論(8)，日本社会党の「文部省改革案j

(昭和23年5月〉における内|務jj[Ji誌の中央教育委員会と

文化翁の二本建案例，日本共産党の「教育政策J(昭和22

年4f]発表， 23年8月補正)における最高文化教育会議

論(lIJりなどがそれであり，し、かにつよく文部省改卒の要E裂

が!底流にあったかをうかがし、しることができょう。

他方の文化省案は，教蹴委の第9限建議(照平n22年12

Jj27日jや関係審議会の申案として探用されていたこと

は，すでにのべたので主主複をさけるが，その代表的なも

のは，教施Jj委の第12回議議「中央教育行政機織に関する

ことJ(昭和23年2月68)における学芸省案であろう。

しかし，文部省廃止にたった学芸省室長はいつのまにか，

内部音E烏を何応おくか，名称変更の必要があるかといっ

た問題に後退し，なしくずし的に解消してしまう(")。

この点について誤解をさけるために付言すれば，内部

部}誌の変更は，①行政機構を簡潔化する，①後述の{変節

団報告還をくみいれるなどの改革方針を基調に，十j-炎に

崎げたように，さまざtのプランがでて，変転めまぐる
しかった。内部部局変更案は，文部省改革J/&:f]lにおいて，

rt教委案などと対比したときは後退したとも位箆づけら

れるが，それ自体にも教育行政氏:主化の機織j京i慢が反映

されている点では，統視できないものがあろう。それは，

例えば，戦争当持、の専門教育局，国民教育局，教学局，

科学教育局， {;本管局という構成と，設寵法当初の初等斗1

等教育局，大学学術局，社会教育局，調査望号及局，管.Bll

局という構成との対比からも，また改革途上の予算統計

局，教育淳生局などの設i夜プランからも，切らかであろ

う。(付表参照)

以上が，文部翁廃止を前提とした改革案の経過の大空き

だが，そのなかに， ¥;、かなる秘度批判があったかを，ま

とめてみよう。

中央教育委員会論の必然性は，1学校教育の較綴庁が民



表行政機関における文部省改革案一覧 ーーとくに中央教育委員会を中心に

民
/.--. 

部 行政調査部
臨会第一時行次政行政機構改革審議教刷委建議 教刷委建議 教刷委第10持 教刷委建議

の 行政調査部 中央文教委員会案
文部省改革要綱試案〔注4)

行の昭政方2機針2(鱗」注12改l1革0 ) 

行政機構整理試案第 l回の4 第 9回 別委中間試案 第 12凶 文部省改革要綱試案 (1部員案) 昭23.1. 10 行政(機幹構事改会革案〕案

昭23. 1. 7 C注2)
昭23年3月頃

昭21.12.27 昭22.12.27 昭23. 1. 30 昭23.2. 7 昭22.12.20 (注3) 昭23.3.15 

甲君主 乙案 甲案乙 案 甲案乙案

名
称喜貴雲育

中央教育委員会 中央教育委員会 中央教育委員会 中央教委育員会 中央教育委員会及び中央文化委員会 中委央員教会育 中央文教委員会 委中央員教会育 中央文教委員会 中央教育委員会

性 格 諮文部問大機臣関の文化大臣の審議機関機文化関大臣の審議学芸省の審議機関内閣総理大臣 内閣総理大l互の所轄下 総理庁外局議決機関 学諦芸問大機臣関の理内下閣総の理行大政機臣の関管-諮問機関 行政機関の管理下

権 限 審重要議問に題当たの 中央教育委員会 中央文化委員会
学係掌事校教務育を所関

学所基に管芸本つ的大行い政E事て互項ののの

議主主主fEh; 

所般管行政全
学係掌校のる教行育政関を

る 所掌事務

1. 能教助の世養成一般話のに啓役つ国的民培い機ののて

諮問
ると事あ務っ旋を

2. 教務当育のる委総員合

ェ語審
トー一

委1.定員員 15 名 各 5名 5 名 5 名

2 任期 4 年 委員長5年年一委員4年
委代員は毎 人ずつ交

4 年

3.法選そ任の他方
1.教育内閣委のるる識中が員，はか見両教らと育，経議験中院に央あ関のす文同る化者意る委識をのへ員中見はかてと経，文ら化，中験央に{あ勺T 

1. 国会の承認を経て 内閣が下記の者に

内閣委はが員任名命

守a事生育i界t人2.員 長誉議は咋<:iT:.委

ま恥輸出斑1

2. める

界と c~iibり学が
選挙〔した者2人

3.推人せ国会において
んした者2

文存廃部改称省
文化省 文化省 学芸省 学は文芸部省省また 文部省廃止 文部省存置

査併部生省廃止
文部省廃止 学芸省 文部省廃止 学芸省 文部省廃止

省と合 併厚生省と合

権 限

学体宗関す校育教教る・・育学一そ術切の・社他の・会芸文事教能化項育に・・

麟E星ま定幸
i講師韓占禁話器

2. 

2. 

3 

i繋
;構究量ιぉ罫書記手ぅ議聖坂長

lE談襲望警貌書Bii立時事費
人目j

中教委に事務局を

騒
1. 育にを委事中附央員務置教す会局

1 曹品司房費1 主事主自長房 おき
2. 2. 1.部
3. 3. 

2431.... 振基管調準理興整部部部部

2. 
4. 4. 3. 育部 る
5. 5. 4. 2. 学校教
6. 6. 号ための極度 局素のな所機 2 で 育以外の

設し 諮本 して日 事生務省はと厚合

34 す町地村る は都道.施文府設化県部委教は育員建委会設を員設省会にけの吸ず所掌収， 市と 房に以属官

をおく
査 1.体体育 管の 体，設ーけ省
さらに学諮芸問 厚生

をそとのけ所掌， 

髄
2.省所省移教管移管育管事 局建設の唱議日と本Jし学を術て置

する

~くl; 

【備考】

(iI' 1)各改革案は.主として当時の未公表タイプ吊l資料による。なお.教育刷新委員会・教育刷新帯議会の
建議lこっしては.文部省「教育刷新帝議会要覧J(昭mを参照。また戦後の文部省改革につトての学
荷.文化人ω諸窓見は.宗像誠也「私の教育宣言Jpp. 96-104 (岩波新書.昭23)に詳しト。

(注ヨ)(注 4)いずれも，改革案の内容や時期等から考え，行政調査部の部内の一試案と推定される。

C;主2)これにたいL..昭和23年1月19日付の法制局の意見がある。法制局は.文部省内について，①調査局
を学校教育局ふニ合体して一局とすること。@体育局を廃止し.学校;;:育のみ学校教育局に移L，その

他の事務を厚生省に移管すること。@科学教育局を廃止し.その事務を学校教育局及び社会教育局に

令属させることをのべている。

(注 5)このほか.当時の文部省文書として「文部省設置要綱(索)J，文部省機構改革に関連してJCタイプ
申1])等がある。なお，文部省は.同省行政監察委員会の報告を検討してから.これらを作成していっ

た。(文部省「文部省の機構改革に関する行政調査部の意見」参照)

(注 6)(注 7)いずれも.犬丸秀雄「文部省局課変遷調査J(日本教育学会教育政策特別委員会第一部会中間
報告，昭30年8月刊， p. 18)による。

(注自) f行政機様刷新帯議会答申(案)rc昭24.2.7)に付せられた f参考・各省庁機構改革案」によるなe

襲撃
文部省 閣議案 CIE 行政管理il

行係次政参各機考省昭行構「案i政2機刷4管.構新理1審改.2庁革0議第会関一
新係行行政政審各機議管省構理庁会機刷関fi 

大蔵省主計局 CI E 
文整部理省試案

文部省
行政管理庁文部省機構 文部省設置法 行政制度審

教刷審建議第35伺
文部省機構改革につ 折衝案

係行政各機省構庁機刷新構審改議革試会関案 内「閣行政及機各構省行整政理整」県案
ノレーミス案 文部省機構

各省庁機噂
改革修正案 議会

いて 昭23.8 (i主8) (注9)改革案 改革案(査 昭24.5.31 小委員会案
昭23.8中旬 定案)

構次昭改参24革考.第2案. 二2 
昭24(.122 

昭23.6.30 昭和23年3注月頃5 (注6) 昭24.し14 昭24. 1.26 日目24.2上旬昭24.2.28 昭24.3.12 注10) 法146(注11) 昭25.4.10 昭 26.11. 12 
(注12)ct:!: 5) (注7) 昭24.3.19 

第案第案 第案 第右足 第案第案

中(央仮教称育〉委員会 中委央員会文教 委中央員文会教

文部大臣の諮問機関 総外理局11・の 総外F局r.rr の

で尊のそと事す重のきす得審項るる限り民意一定をるためれ
については，
議を経るこ占

5 名 5 名

が国を任経会のて命す承内認閣る 由国を:経f会壬の承認てす内閣
命る

文部省存置 文部省存置 文部省吾置文部省存置文部省存置文部省廃止文部省存置文部省廃止文部省存置文部省存置

l 教育・科学ら詰
術・芸術・そ
文化一般の向上と
普及に関する事務
を一元的に文部省
におく

2.短術ん学で輿・校科その学教のた育技他め術文にと適化な・芸切のら

3.地な機学方講校分権教を整育の備行方す政向はにる

仔従芦的政う行にと政転と換もよすにり助，る監長

文部省の組 大臣官房 1大.臣学官務房局1大.臣初官等房教
大臣官房 中央文教委 大臣官房

中央文教委11大.育等臣初局教官等育・房教
中
局

大臣官房
織についてし 局 1. 初等教員会に事務1. 学校教員会に事務 1. 学校教
は，教 2. 学術局 育局 育局・中局を置き四 育局 局を置く。 育局
第I 3. 文化局2 中等教 等教育局部で構成す2. 大学学構成は同庁 2. 文化局
の学芸 . 文 4. 体育局 育局 を一局と る 術局 昭24. 1.14 を一局と 3. 教科書
組織に . 体 5. 教科書3. 高等教 する 1. 基準部3. 施設局 「第二案」 する 局
る部分を基6. 局

計理1福務岡

2. 大学学2 調整部4. 行政管に同じ 2. 大学学 〔社会体育
準とする 7. 計局 67.. 調施査設局局

議
3. 振叉興は部文 理局 3.術社局会教

関係事務は
8. 厚生省移

省日(将本の学所来 zとす議さをるるべ〕文部き
5. 金

t化管部〉理部 育局 管)
6 I!. 施設局

5. 行政管
7. 理局

お，前掲犬丸氏の調盆にももこの案が，C1 E折衝案 (24年2月)Jとして掲げられている。
<i主的中島太郎「教育制度論Jpp. 66-67 (福村書底，昭35)による。

(注10)中島太郎・前掲書。なお「各省庁中央機権改革要綱 t案)j(昭24年五月2ヨ日)にも.この案が「各省
庁提出改組機構」の中に掲げられている。 ζの案に対して，ヨ月29日の「閣議決定案」として「大臣

官房.地方教育局.大学学術局，社会教育局，行政局.臨時教育胞設部」の官房，四局.一部案が用

意されたが，地方教育局+1，初等中等教育局に.行政局;主管理局に改称され，調査普及局の設置が認
められた。

中央文教 中央教育審議会
委員会

内閣にお 文部省の恒常的諮問機関
く

一.審議事項
1)学校教育に関する電要事項
2) 育・文化事業に関する電

3) 政の大綱
4) 私立大学に関する重要事項
め要事そ項の他教育学術文化に関する重

二.上記の事項について
1)文部大阪が基本方針を決定する

場づ合け中教のと中審教審への意見聴取の義務

2) が必要をみとめた場合の
建議権

15 名

2 年

l 選挙人の推せん母体
1)法定団体

①@教大育刷新 会会

Gり臼
G:社会教
2)全国教 会委員連絡協議会
その他これに準ずる団体
2. 推せん母体が各2名の選挙人を
推せんする
3. この選挙人が定員の倍数の委員
候補者を制限連記の方法で選出す
る

4.l〕名委教育員候学補術者文化の分野から20-18

2)名政治社会経済の分野から10-12

5. 霊政文部育員治学大社を語臣会は命文等化委す5員る候補者のうちか
2l〕)ら ~10~6名9名

文部省廃止文部省存置文部省存置文部省存置 文部省存置文部省存置 文部省存置 文部省廃止
厚生省と合
併，文化省

1.. 教育 対する専|
i門的， 助言
2. 民主 の最低
基準等 成
ム教育 等
4 教育 の援助
5. 

絡内調的連整6. 
絡
7.ー 等
8. 門的行技頒術布 資料作
成，刊

中央文教委 1. 初等教 大臣官房 官房官房
大臣官房 初社等会大中臣育賞局彦背

文部省関係
員会に事務 育局 し初等教 1. 地方教l 地方教1. 地方教1. 局 事務は現在
局を置き， 2. 中等教 育局 育局 育局 育局 2. の5局を3
次の三部で 育局 2. 中等教 1)初等教2. 大学学 1) 局とする
構成する 3. 大学学 育局 育部 術局

2) 育部

1. 学校教
1. 総務部 術局 3. 大学学 2)中等教3. 社会教 育局
2. 教育部4 社会教 術局 育部 育局 2. 社会教
3. 文化部

5.育霊育調
4. 社会教2. 大学学生 行政局2. 大学学 育局
育局 術局 臨時教育 術局 3. 調査普

査局 5. 厚生局 1)大学教施設部
34..育社局調会査教普|| l 

及局
6. 行政管6. 予算施

2育〉部学術部理局
設局調査局3. 社会教

5.及施管部設理部局

(注11)文部省設置法成立直前の文部省組織は.大臣官房.学校教育局.社会教育局，科学教育局.体育局，

教科書局，調査局，教育施設局(昭22年6月17日の文部省官制一部改正l 勅[8以後.設置法まで〉で

ある。また.設置法成立以後，体育局が増設 L昭33】調査普及局が調宜局と改称L..今日に至ってい
る。

(注12)行政制庭帯議会は，昭和24年吉田内閣に設置され.自由党10名.学識経議苦15名より成る。しかし蜘

これらの案は，文部.厚生，両省の反対をうけ.25年9月には，学校教宵.社会政育.学主主.管理の

4局案となった。{読売昭25.3.17，同10.11，朝日間4.11，日経l司9.24，毎日明25.12.1)

臨時行政語
査会
第I専門部
必z;為Z 書l斑報告
昭38.9 

中央教育
委員会

行政委員会

特定事項ね内
ついて，
関，内閣総
理大以の指
衛権，中11
権を法律上

定具体す的るに規

中央教育委
員会の長を
国務大臣
(主任の大
l主)をもっ
てあてる

文部省廃止

中央教育委
員会の管理
下に文部庁
を置く
この関係に
ついては，
地方の教育
委員会と教
育長との度
係を考慮し
て措置する
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主的な委員会として設霊まされるという方向がとられると ける文部省のt!t話役的役割，防長，あっせん，奨励，あ

すれば，その同じ方向を閣の中央教育監督庁にまで延長 るいは指導助言?といった行政機能の転換についての強請

すべきであるとL、う主張は，正当な理由をもつものとい は，やがて文部省設置法のなかに具体化されていったと

うべきであるい円といわれるように，教育委員会制度の いえよう。

延長にあるものとして考陶えられたということであろう 先にのベた文部省の名称変更とし寸問題も，たんに改

が，それとうらはらに戦前，教育勅言苦から八紘一宇の皐 称という校葉末節の技術的な問題にとどまらないものを

悶思想、にいたるまで，教学イデオロギーの下，学問の自 含んでいたからこそ， 12もの新名称が用意されたので、あ

Ftl，教育の自主性をふみにじった文部f衡の罪業批判にも るいり。それは「戦草寺中における文部省の活動が相当問題

とづくものでもあったく問。かくして，中央教育委員会案 になりまして〈叫」という強い意見や， r我々のすること
は，内務省批判や政党政治批判にとどまらずひろく「政 悉くが惑いようにとられる(22リとし、う文部1き'僚の「愚痴j

治の干渉」を批判し，そこから教育を解放しようという にはじまり，名前を変えることによって，文部翁の惑し

こころみにねざすものであった(")。それは，文部省を き伝統合除去しようとしたのである〈向。

「もっと広い新しい民主主義政治で動くような形の性質 以上のような文部省改革案に対して，進:歩的な立場か

を持ったものiこする」という広い展望をもったものであ らの反対がなかったわけではなし、。文部省を「大地主・

るい5)。その放に，南原繁氏は「実際的には議決機関に近 財照政党仰りとするような荒削りの規定もみられたが，

いような実力を持っている審議機関jにつよく期待をか 文部省内部の機構いじりにすぎない仰にあるいは文部省

け，渡辺銀蔵氏は，内隠総理大医，最高裁判所長官と対 の古材を使って文化省を建てるのだというような批判

等の権威をもっ中央教育委員会委員長を構想したい叱こ はく町， r昔の内務省の役害uりをいつのまにか引受けるよ
のことは，戦前「伴食大臣iであった文部大限への批判 うになったらしい加りとL、う文部省の内務省化という突

にほかならない。 h誤認識にたって，戦前教育‘行政治Ij皮との連続簡をlFしく

文化省案も，中教委案と同じような批判jにたってい 批判したものである。

た。 iヲ48(昭和23)年 l月30日の務台原作委員の立案ーに これら文部省改革案が実現できなかった理由は，占領

なる文部省改革の前文集によると，文化省は「一政党の 家の:意向によるだけではない。先にのベた文部官僚とそ

支配力から完全に独立し，特に録した政治忠、想、と政治日 の背後にある日本支配}替の抵抗にもよるであろう。

的に利用されることなし文化それ自身の創造的発展を さらに，中央教脊委員会案について，教別委内部や文

護るために強力な自治的機関の下に運営されなければな 部省では，①その独立機関性によって，内溺から離れる

らなし、一!とされているいり。それは，単に，戦前の「学校 と，資材確保や教育予算確保などの点で弱体化するので

数脊行政中心主義([8りが反省されたという以上に，政治 はないかとし寸懸念や①その選挙1Mによって，組合運動

からの独立の強調に主限があった。入江俊郎委員が，務 の支配下におかれるのではないかというおそわもみられ

台委員の前文につづく部分を立案したが，その「今後の た。また，①中央教育委員会と大学行政，学術行政およ

文部省のあり方Jというところでも， rあくまで基本的人 び科学行政との関係をどうするかとし、う陪題もあった。
権を尊重して精神活動の自由を保持することをその主契 ①とくに，議決機関にした場合，開会，とくに両院文教

なる任務とし，いやしくも，国家権力をもって，学芸お 委との関係をどう調整するか，とし、う慾法制度にかかわ

よぴ教育の実体に干渉を加ふるごときのないようにせね る理論的問題もあった(28)。とくに，第一の点に臨し付汗

ばならないJと惑いているように，戦前の教脊行政の強 すれば，行政機様改革が，教育行政が地方分権化さわれ

カな干渉を批判し，濁民の主基本的人権なかんす'くf'l1Il権 ば，文部省の所教事務は質的に変化するばかりでなく，

の保降を姿三}とするものであった。この部分の審議に当っ 主量的にも減少することとなるとL、う慕本認識にたって，

て，日高局長はミニマム・スタンダード而請をもって，入 中央教育行政機織の鰐素化を主限とした〈叩〉のに対し，文

江委員と論争しているが，そこでも，入江委員は「学芸 部省の反駁にみられるように，新学ltlljの推進など当時中

および教育の実体に干渉してはいけなしづことを， r実体 灸における教育行政事務を必要とした'I'flfi兄も考慮にし、れ
を作ってそれでなければならんというのは子渉だと思う なければなるまい。

のです。併

q
J
 
1
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教育使節Bl:1報告書Jの「第三章初等および中等学校の

教育行政Jの「悶家段階の権限」に見出される。それは，

「文部省は，日本の精神界を支配した人々の，権力のや

心であった。Jという戦前認識にもとづいて， (1)文部省と

内務省の絶縁， (2)文部省管潔権の地方移談， (3)指揮厳督

官庁から指導助言制度への転換， (.ぶ専門(冷諮問制度の創

設， (5)基準設定権の付与， ¥6)教育予算配分若手務などの改

革提案であった。そして， (1)は内務省廃止， (2)は教育委

員会法，学校教育法など， (3H6iは文部省設競法の成立

というように，おおむね実現された。これらの諸改ま容は，

近代教育行政原則にもとづく援要な改卒であり，その:意

味は決して軽視するわけで、はない。けれども，以上の諸

提案にかぎらず， C 1 Eは，文部翁そのものの廃止を前

提としたような機想をもっていなかったことは事実であ

る。

一つには，教育改革の実施に当って文部翁の機構その

ものを利用せざるをえなかったし，実際に綴っていたと

いう矛盾，二つには文部省設援法の滋たるCIEノレーミ

ス案がかなりアメリカ連邦教育局などを参照したよう

に，小夫教脊行政改革の力量が全くなかったわけではな

いが，それをもってしでも，燦史・買えことを異にする日本

の文部翁を批判する力が光分になかったことなどの限界

があり，それが，文部省の内部改革にとどめたのであろ

〉
J。

たとえば， C 1 Eも南)京繁氏も，後に見るように，大

学区案には，数字fの地方分権化から反対した。けれども，

教育行政の地方分権化，すなわち，教育委員会の成立と

大学の地方委譲で事足れりとしたC1 E<叫に対して，南

原氏は，強力な審議機関としての中央教育委員会案の積

極的な支持者でもあった。いいかえれば，文部省廃止，

中央教育委員会設震の提案は，きわめて日本的な発想、で

あったということができる。したがって，この問題に対

してのCIEの見解は， i初めはよいが，名前がコントロ

ーノレするようになるJと 「疑心陥鬼Jで， 強く反対し

たく叫。ということは，中央教育委員会ができれば，府県・

市町村の教育委員会の総元締めとして，それを抑えつけ

るようになるという危燥である。

文化省についても同様である。南原委員長が，文化翁

という名称について，i閣内的に文化というものは大体に

おいて切るい感じでありますが，ただ留外に対する響き

の問題だけであります(32)Jと危悦し，山崎副委員長は，

「それはどうもドイツチェ .!lノレッス(ヲi用者設-Deutche

Kultusドイツ文化省〉を考えてきたという感じがしてお

るらしい伊)Jと， C 1 Eが文化省をナチの文化宣伝省の

ようにとっているといっている。この結梁， 1948 (昭和

23)年2月6日の教刷委第55泊総会では， i文化省」の名

称が徹田され，学芸省の名称が採用される。さらに，こ

れより先，何年 i月15Sの教則委連絡委 (SteeringCom-

mittee)でも， トレーナー教育課負から，文化省という

場合，政府が取扱うべき問題と取扱ってはし、けない問題

があり，スポーツや映画について政府がタイアップする

ことは，きわめて危険で、あるという意見がのべられ，オ

ア教育課長 (M.工 Orr)も，政府が放送や映画を通し

てJ思想をコントローノレしたら，非常に良くないと注意し

たといわれるのも，古iJ記の危倶にもとづいていたからで

あろう〈叫。日本側jの文化日本への期待をこめた文化省

案，文部翁という名称そのものの嫌怒，占領寧のナチ・

ドイツ的文化統制の構想とその危供一一いずれも，教管

行政の疋しいー商の批判がある。しかも，そこには，教

育行政の事実認識の差異，教脊行政の制度批判の援があ

り，それぞれことなった教育行政の改革原理を生じたと

考えられる。

絞後に， 1949 (昭和24)年5月，第5盟会で‘成立した

文部省i設i罰法ーそのものの展開過程は他に談って(35)，その

後の中央教育委員会論について付設しておこう。

第一に，教育刷新審議会(昭和24年6月 1日，教育制

新委員会を改称〕の「第35閤建議中央教育審議会につ

いてJ(昭26.11. 12)の審議についてである。まず，そこ

では，中教家委員について，文部大臣の任命制がしりぞ

けられ，間接還さ間jlJをとることとした。この間接選挙制

とは，建議によると，各推)11&母体が，各2名の選挙人を

;桂成し，この遊学人が定員30名(①教育，学術，文化の

分野から， 20名~汚名①政治，社会，産業，経済の分野

から 10名~12名)の倍数の委員候補者を銅UI浪列記制でえ

らび，文部大況は，この委員候補者から15名(①の分野

から 10~9 名，①の分野から 5~6 名〉の委員を任命す

ることとした。このさい，推薦母体をめぐって論議がか

わされ，建議では，結局①教別審，大学設澄審議会， S 

本学術会議，社会教育審議会等の法定団体と①全問教育

委員会委員連絡協議会その他これに準ずる団体となっ

た。このうち，@については，商工会議所，経筒連，日

教組などの名前がでたが，災論がでたため，上記のよう

な表現になったが，かかる事実上の全国組織を含みとし

たことは注尽されよう。 また，文部大尽の中教軍基の関係

について， i中央教育審議会は，文部大院の諮問に応じ，

教育，学術，文化に関する重姿事項を調査審議し，およ

びこれに隠し必要と認められる事項を文部大医に建議す

るJ案(第二案)はしりぞけられ，重要事項を列挙して，

文部大医が，その基本方針を決定する場合にあらかじ

め， 中教審にはかり， iその意見をきかなければならな

-14 -
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とする拘来性の強し、 I}~谷〈町が服用されたコ

ところが， この二つの守主要な論議をもった悠議は， ピ正

法化〔文部省設i澄法一部改正， s2，27. 6. 6， t.ld68~Jうに

おいて，①間接選挙i¥1IJは，内閣のポ認右へた文部大僚の

任命活IJとなり， (2)rj:l教容の権限は「第一案」が復活し，

いずれも 1!\~tyl され， ii!tえ去った。しかしながら，そのf筏愛
の草事i

3支芝配が限剖1題となるなカかミで， 中央教育事手議会の委員の顔ぶ

れの織り，とくに財界の占める比還が大きいこと，苦手議

の形式化が批判されるようになる加入このような事態を

考えると，教別委初期の支部翁廃止，中央教育委員会案

がかなり後迭した形ではあったが，その伝統をとどめた

教原11家建議の構想、と制度批判の意義な大きいものといえ

よう。

第二に， 1臨時行政調査会(会長佐藤長一郎)の中央教

育委員会案についてである。 ':1-'央教育委員会の機想は，

十数1] をへて，持びil~定機関の構想として復活した。そ

れは， 1963 C昭和38)年9}Jの向調夜会の「第一専門部

会第一斑報告審jについてである。そこでは，文部省を

擬11.:.し，行政委員会たる中央教育委員会(仮称〉の管f'H

下に文部rr(1反局、)を置くこととし，①教育行政の独立
@教育行政の方針の長期安定，①教育行政への悶民各層

の;意兇反映を目的(38)とした。これにたいし，日教組は原

J!IJ，ねに賛成し(39)，交音f5翁は，①議院内湖制に反する①地

jjの教育委員会制)Jtで、足りることなどを;塚治に反対した

が(いにこのうち①については，報告書は中央教事干委員会

の委員長を国務大!:C(主任の大f;I)をもってあてること

によって，議院内閣制と調和Iをはかろうとしている。結

)I-Ò，この 442告~1}5rにおける中央教育委員会案は，絞終符;中

にはいれられてし、えにいので，教別委当時と応じような経

過を)LIjったのではiなし、かという推械も難くはあるまし、。

しかし，陥;Il#.行政調究会やこの提案自体に問題があると

しても， この持奇想、が前提としていると考えられる教予言ー行

政の党派的利害への従属，教育行政の非民支柱にたいす

る制度批判自体は，近代的教育行政の改革思想、の系縫を

ひくものと考えられる o (補注)

S2 戦前の文部省改革論

戦前の文部省改革論は，一貫した文部大阪批判に基礎

をi置いている。例えば[文部大医ト云アモノガ援々更;鯵

ヲシテ一定ノ方針ト云アモノヲ始終貫;イテ行クコトガ出

来ナイ〈叫jとか「教育者ガ無勢力デアノレ，文部大1:工ガFii1

食デアノレトイフコトハ是マデモ公夕、日ノ事実デアノレ，サウ

シテ此ノ文部大陸トイブモノヲ此ノ俄ニ隊イテハイカヌ

トイブ輿論ガ社会ニハ非常ニアノレ(42りという批判であ

る}すなわち，それは，代々の内閣が，支i;ji大1:'に引き
なおかず，支部大!~ (のひんぱんな交tいあるいは，支部
大i江の¥1;:イfを欠いた兼任交;相などにより，とくに学校制

度などに潟し，百の改革案がありながら， ーの実行がな

いという無力な教脊政策の現実によるものであった A

そのために，文部大はは，伴食大f;(の的、ひさえ， 1~け

られたc横山健常氏の定義によると， il食文相とは，政

治家として適格であっても，交Hlとして巡刊でないも
の，首相との関係で、入閣したものが，ポストの振り分け

の結果，偶然に文館大ほとなったもの，教育界出身脅で

仏政治的発足力のないものをいう〈ド)。保々際会氏も，

「文部省は白米，大試の更迭ごとに外穫のi奈さど持/11す

が，その内閣が倒れると消えて終ふ。頗る制手:のことで

何故に議問機関などあるのかi鎖と解らぬ認である(H)つ

といっている。このように，伴食文似の汝に，交m更迭
のたびごとに務々しく各機の数字7改平案がて子場するが，

内閣崩壊をみるや，それらも内閣とともに討死するとい

う結果がくりかえされる。

かかる伴食欠如

批判を法礎においていたということであり，戦後も，こ

のような文相批判はうけつがれてl、く。文総批判にもと

づいて，文部宇i廃止が政策日程にのぼったこともあっ

た。このような意味で，文部省傑11:諭は，戦前の交ffJ;何?

改準諭の第二の特徴すなすものであるう。

一例として， 1903 (明治36)勾7月，教利得疑似によ

って，文部争?の権威が地に住専ちたさい， このことと財政

の愁J慌を理由に，絞首ね，児玉内相派文相， 年内li'iQn，

14i弥蔵桁などは，支部1訟を廃止して，内務計iこ教Ti'Jみを

新設するというき突をたて， F41i諦こもl::，f.'j!された');{'jがあ

げられよう(")。 この案は-!l寺i止論を二分してノ(，われた

が， 1"文制定約i説の・たび伝わるや，教育社会は'I~T もう17 天

抵の患ななし(16)J，文部省廃止反対同志、会の結成やi支

部省廃11:スヘカラサノレノ窓見」の発表などにより， 1河川

良子，沢例政太郎を中心とする文部官僚，教育記者会，

子苦闘教資会などのBZ殺により，同年9月，久保EEl凝り灯:

文総の主主場とともに，廃止をまぬかれた{判。

この文部省廃止論は，戦後のそれと，支部省失政の批

判という点では共通しているが，戦前の改革の方向が主

として内務行政への従穏を図るという点にますし、て，本質

を異にしている〈的。

戦前の文部省改革論の第三の特徴一一技大の特徴であ

るーーは，ヲミ!1{1~1j絶対主義教育行政機構の完全実現にあ

ったのであり，かかる意味で，教育行政民主化を慕認と

する戦後のそれと，たとえ機機的表現に類似性があった

としても，その本質は全くことなっているといえよう。
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支部rii攻fitlI命のめ11fl'をさかのぼれば， 1889 (明治22¥ 

生ドの凶村茂樹 [11:'j':録 jや1890(1対話i23)年のrfJf.iIW{バ

議員「文部ノ組織ヲ改正スノレ/議Jにみられるような教←tf

行政のl主室直符諭である。「常!村省に明{命院Jci勾村案)，

「学政院 J(海i1:図案〕を設け，学1¥:の統監を良室のi康管

に践することとしている。古Ij者では，徳育教事H警の選考‘

あるいは検定，徳有力法の玩T?千の視察など徳育改[1育，

体育は女:郎:ti)を符JlRし，後藷ではネ政i涜顧問が天Ij:
のJ湾総にFG:じて教育事項~審議し，学政院午:lfifr:i1~:Þ也jjの

学務を絞殺することとなっているく叫。

(y，l、で，明治30年代，参謀本部を明治11年に創設した

山路有朋公は，交部殺のあり:方に不満の隊!殺を代夫し，

P主京方式によった教7可参謀本部諭をたて，独1'[¥jilj教育行

政機構を構想、したといわれるが，その持制は明らかでな

い。しかし，平原春宮子氏によると，文部省批判や高等教

育会議批、問を出発とし， 1教資本音g誕UI教育総阪自:fi論j

が11f，)えられた。前者にあっては，文部大l立に隷属しない

独立の教育政策決定機関とし， f:走者にあっては，独iLの

教育l監f号機関という述いはあったが，いずれにぜよ， IJj 

隊jから切り;年ifし天:;主的協の下におこうとするものであっ
た(50)。

この構想は，戦前において，後々までJ~警警を与え， こ

れに準ずるような諸案があらわれた。たとえば，昭和年

代に入って， 1938 (昭和13)年の国策研究会における

「一般教育を主r挙する教育総絞J論， 1ヲ40(昭和15)年

の一貴族院議員や1941(昭和16)年の教育家議会の下村

委員の「天白育属の教育参謀本音fíJ~命がそれで、あろう (5り。

また，臨時教育会議を教育参謀本部論の実現とみる見方

や仰とたんに陸軍教育総監部を範として文部字i内部に外

局として教学院を1¥1互いて強力な計|例都F誌をつくるという

提案も〈日)，それ自体， rl'待問機関論や文部省の内部組織論

であるが，それが教育4参謀本部論の変質と見られる点で、

は，無縁ではない。

このような教育行政を天皇に直接結びつけ，それを史

家の直管とする機構論は，戦前において，教育立法の支

配形態であった勅令主義の懐行に対応し，それと結合す

るものであり，天主l:Hiljの徹氏化としてき当然ニ予想される提

案であった。

さらに，それは，教育・行政ばかりでなく，宗教行政に

も同じような構想、があらわれた。 1917(大IE6)年から

1927 (昭和2)年、にかけて，全国神職会は，神t応持別官
庁設置運動を行なったが，その「神紙会議設霞案要綱」

によると，ネ1¥1紙会議は天皇に後属し，神紙の祭最Eに隠す

る重要事項の;最高諮訟機関であった(叫。 もっとも， 箆

克彦の「神紙府j設議論では，学校管理権や学校室主努機

は，欠点1;大1;(の機1¥肢でもよしが， 1溺1111，数学ノ故尚附」で

ある神祇府が，文部大以から独立してi授かれ，そこで，

教育内終決定権を掌理するとL、う構想、であった。そして，

その構想は，言可村茂樹「明倫院」の系滑につらなるもの

とみられている〈問。このように，教育のヤ一家lij恰九百fuは，

天'H:Hilj教学イデオ口ギーの貫徹のための行政機構案の‘

っとして位憶していたといえよう O

しかしながら，勅令主義?と例外原則があったと|訴jじよ

うに， jsi]令主義と結びついて当然実現すべきである日本

機管論が実現をみなかったことは，1.¥'1.燦手守主治IJにも徹し

えず，さりとて，天忠は強力な絶対君主にも，独裁11iIJに

もなりえなかった矛属こそが，わが悶天'iut;Uの本質的な
特徴を物語っている(56)Jといわれるように，天む11;1]の;f

h引こ基本rI''Jに根ざしていた。
しかし，戦前の支部省改不Jitに，近代的な教育fi政権

独ーなの思想、に基づく姿索が~~くなかったわけではない。

福沢諭吉は，先のi西村茂樹などともに，明治初年の思想

家をリードした「明六社Jの間人であるが，立司令!のよう

な保守的道徳主主義約傾向をもたない啓筑思想家であっ

た仰に そこで， f弘悩h説i沢の「さ午学f詳てYゴ事jぶEの会議」諭をとりあlけげ7ずzてみ

よう丸O 彼の件撚~;怨住

y税降権，学校符i判定，教育調夜権をもつにとどめるし@学

校を交部翁直結から虫室直結とする。①皇家は，それを

民間に付与して，共河弘有私立学校とする。①中央に，

学識経験者，学校関係者(年長の学:上うよりなる「学事

の会議J~設置し，学問・文化・教育ーを統結(審議#1; ・

法準設定#fjを付与)し，政治のす二i少を詐さないとするも

のであった〈叫。 1皮の構想、の特質は，まず， その 1'，釘J奈

IHiUにある。イギリス風の近代王室主ど前提とした点で，

絶対坊主合内容とする皇室直f民2諭とは区7J1jされるものを

もっているが， 一穫の王立施設 (RoyalInstitute)とみ

られることは， Ea室直管論と無縁ではない。同じよう
に，彼の政治と学問教育の分離論には，当時の啓蒙思想

家一般と同じく，君主国家対社会・人民の対i震ではな

く，君主国家を官官援にした政府対社会の対涯をもってし

たところに，後の限界が指摘されよう。にもかかわら

ず，政府対役会の対霞をもって，政党政治をふくめ一切

の政治子i渉を許さない教育1L法，教育行政権の独立を意

図したところに，近代的意義を認めることができる。な

お， 明治22生存の外山正一他「帝国大学独立案私考J，朝

日奈知泉「大学の独立を諭ずJなどの大学制度改革論も，

大学自治論であると問符に，髪室に依存した教育行政独

立論のー態様である(59)。

また，明治11年，問中不二持率呂が「教育額会ヲ創設ス

ノレノ議jを太政官に上爽し，その中で，1議会ノ人間ニ須
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安ナノレ独リ政治1:エ 11:マノレノミニアラス数千子上ニ於イテ

モ然リトス」といい，日本教育令案に j第六 I-gcl絞 殺

脊ノ進歩ヲ謀ランカ為ニ議会ヲ開タコトヲ得へ‘ンJf第六

十五主主 教育議会ハ教7奪回会教育府県会等ナリ……」と

いう 2筒条をおいたが，自IJ徐された〈制〉。これは，教育議

会とし、う立法機関であって，行政機関ではなし、から，言II

節の考察にもかかわるが，教育行政を教育立法をも含め

て広くま喫解するなら，教育立法権の独立忠、想、(イコーノレ

車1)令主義でtまなし、)は，教育行政の独:iL思想の 4態様と

もいえよう。

したがって，戦前の文部省改革論は，天泉大権のーっ

として，統帥権独立の思想、のアナ P ジーにある皇室腹1~;

翁を選本としながらも，教育行政権の独立思想、もくみこ

まれた二殺の論潔機迭をなしていたと三診えられる。この

ような意味では，戦後における中央教育委員会論と戦前

の皇室路管論をぬきにした教官行政の独立命は，無縁で

はない。

以上のような教育r行政の独立機構論にたいして，阿部

設孝氏が，r文部翁を内閣外に霞こうとする主張がある。
教育に対する政治的勢力の議長饗を防ぐ手段として考慮せ

らるべき主張ではあるが，立憲政治下に於て之を5走行ず

ることが絞替の策であるかj'ffかに就いては，疑問とすべ

きである。」と批判しているように，立憲政治からの反対

織があった(61)。したがって，関口泰氏の文部大臣と教育

総長という二本建案も，支{主内閣制に教育行政の独立論

をプラスしようとするものであった仰にこのような反主、;

論は，戦後の中央教育委員会論議にも通じている。教育

行政の独5f:論が，教育の独占主を根抵におきながらも，近

代中央行政の機構!京1mとして充分に検討されていないた
め，かえって足代行政 i二のJ1!h~lによって，実現がむずか

しいと，しりぞけられることになる G

天皇制下の機構矛盾のゆえに，皇室直f今論や内閣より

の独立論は実現をみなかっTこから，それは，r文部の長官

に幾困の変更あるも，教管行政の大方針に変更を主主ぜざ

るく叫J期待をかけて，文部省の議問機関論として発途し

たといえよう。そして，そこに，戦前の文部省改革論の

第四の特徴がある。それは，まず，高等教育会議や地ガ

教育会議の設援要求となり，数年の歳月を要して， 1897 

〔明治30)年，前者が実現をみたあと，教育調査会(火

IE 2 Jj三)，臨時教育会議(防 6)，臨時教育委員会(問 8)， 

教育評議会(同10)，I臨時教育行政調室会(隠)，文政審

議会(向13)，教学刷新評議会〔昭和10)，文教審議会(同

12)， 教育審議会(同)と， 戦前において勅令によって

設寵されたもの10をかぞえた(iH)0 その関，より強力な諮

問機関の実現と学者・教育者等渓を求める改革論のくり

かえしであった(川ν

しかし，この教育議開機関の欠陥は，政府・文部省の

諸問機関の軽視と投んで，研究調査機関をもたないこと

だと批判されているつ L 、L、かえれば，文部官僚の一方的

な材料の提供をうけ，たんに議問=答申という形式をふ

むだけで，調査研究が行なわれる余地は与えられなかっ

たっ JII地理策氏が「わが簡はその悶体と研究調浴機潟よ

り惨ろ諮問機関の方が発達したようである(傍点一引

用者1と護いているように，天皇制ドにあっては，学I}自

の自由や教育研究の白羽にたいする制限はいうまでもな

L 、から，教育科学に基礎をおく議問機関の発述を望むこ

とはできなかった仰に

これを戦後と比絞すると，教胤委の成Il.は，占領、策の

支持によるところだが，処方においては，戦前の消防機

関の発達の歴史を背於にもっていたということであるc

たとえば，高等教育会議は，文部省局長とともに，帝大

総長，間各科長，高師，高校，三庭球?などの各校長を桝縦

したが，そのような高名の学者教育家による構成は，戦

後の教刷委にも反映しているであろう。さらに，それ肉

体，研究吉司君主機関をもたなかったとしヴ弊授も，共通し

ているといえる。

機古~Iの文部省改:革論の第五の特徴は，ファシズム段階

におけるそれである。天皇制ファシズムの進行とともに，

「一連の計|函i論的国策原論と劉民組織論jがうみだされ

たが，その一環として， r計|泊]論的，綴織論的な教育政策
論Jの登場を見る (67)。したがって，その反吹とみられる

文部翁改革論である。たとえば，m策研究会は， I交政可L
新に関する研究中間報告J(昭和l夕刊において，下文 ;~ì)

干'i~主計向l官庁として企両院~~とも述絡をとって進むべき

で，省としては訂jl員及びその遂行のために改組が必!!Aで

あろうJと， ，il-I，ljj，詩学"学務の3局制と数学院設校治
マピ提出している(柑〉。また，教育研究開志会の「教育行政

機構改革試案J(昭和17年〉によると，従来の観念的教符

学と教育政策の無力性の批判から出発し，高皮国防関家

体制の教育参i弱含強調して，I教育の秘度・内容・方法一

切を通ずる綜合的・統一的な計検iが不断の砲件性をもっ

て樹立遂行されなければならなしづと，教育企l減局の構

想、を援問している〈叫。

同時に，そのような機怒は，侵略戦争下にあっては，

単に閣内改革としてばかりではなく， I輿月五教予干の再編

成(70りであり， I大東l垣教育体制の礁l!~(71りというよう

に，被支配民族と侵略地域全体を支配する強力な教育行

政機関を必要としたためであっt.::.o 要するに，その改革

案は，侵略目的に奉仕するところに，その本質があった

のである。
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〈このような火i取れはk"1"JdJ;， Hk q次によってその({u，rlE
U::Jをど:たったことはいうまでもなL、。すなわち， qik:後の改

革過程において， 1"司王教&致の徹氏jをJ去本:とした「大!-li

illi.建設にf認する文教政策jにもとづく改可L諭は，軍部に

よる教育行政支配の批判という形で羽子定されたというこ

とであろう引にしかし，他方でそのような目的奉仕性と

切断された企画行政論は，部分的には戦後の調査局設校

などにひきつがれたという迷続rffiも指摘できょう。裂す

るに，戦後のi及率時においては，戦時ーの，li 阿波Ij~íì命自体

への批判は行ないえなかったが，設近になって，それと

の対決が~認されてきている(刊に

Cii' 1) こωI1fJの議長義において.lを辺銭総12災が中央教育総長論を:E'Jム
したのをヘ土じめ.1有脈繁ささ民も'1'央教育委会に事務)弓がで去
れば，文書11'，，:土不空さだとのべ，また竹下線次会長;土単なるE諮[ilJ

機関ご:土え亡く，主主議機関でιちることがのぞましいとのべだ。

れにたいし，敦子守と ~:.(:>fìを切り緩しではし、けん丸、とする佐野和i

;治安司会と心関係を1理iJ(こ「文部大 þ~ωi也佼及び't't絡はと見

イυ註りと寸るJという文部1守のi2Jlがあった。(校時Ij委第 3t，y;Jlj

安波びiニ14思1. 15[11総会会議総参照)

Cii' 2) '1';とあt行委員会の~幻:土，当初jの:菜 ξ;土，大肢のお名1M という

ことごめっとが，なんらかのj起で選挙制jを考隠すべきであると

いう必況が111て，給r.J. 1m終選挙制がとられたむこの担1]， ¥， 、/).

fζど，Wにせよ .1翠学部iUをとると，車任命運動ts.どに上るi撃をぬ
が われるとω懸念が災関された。(LI，d埼I'{納品IJ:J2n長や務台J背1
1'1'姿肢の5t;j'.紋別委理)10特別委 2沼. 3 f!'司会議長k.1I[{22，12. 
24) 

なお，中央教育委E司会の性絡について，同事広1繁ミ長l土.rーや{土
り単なるお問機関さく，群議機関というようなカをf!iった3言

及会で，交際i哲:工七れをヰヲ殺して行く。(中目的議決機関といつ

わや劾きがとれん。('1'絡j議問機関じゃ悶りますねJといって
いるが，大l札この号え方が. ~J!議rこ災体化されたものといえ

よう。 t前J司会議主義1
Cit 3) 牧師IJ 委第1O~\ÿ7JIJ 祭賞， 2例会議録における渡辺主だの，íEf言(肝3 22.

12.24) 

介JJ，作J話U~只長iふ D'H怒 4ピオえば，この中火会がI手〈

ケま L"C.そのときに孜々i土iJliJ，芝 Jとい弓ことに Hel:f-I昏い

いと思いますね。('1'陥)官、の考えではで去るf.Hり11ード令市〈片
付けてそのとおこ，"L主的iニ解散しょこ方がL、L、と泣いまナ。jとい

ってL必。(前J話会議長k.11'13闘)
cil' 4) 以下の議案とともに，プリント f(!!Jの部内資料。

(11' 5) 'Í'火事〈手f~鼠会の事務)::J;土.文部省の機憾のうち.1'(巨人学校
数下手jふ体育ι0.教科;宅局，調査局のJ打撃事務を行なうための
筒来な機構とし，中央文化委主主会の事務局l主，文部省の社会教

育局およむ科学教符ぬの所;議事務を行なうことと L.文総省教

育施設局i土，建設翁に吸収されることとしている。 (11議参照〉

O，E 6) 臨時行政機機改革手評議会速記録，第2留 (11話相123年 5月31日J.
第五i窃 (1司王手4月 B臼).第41留(悶15日入第5泊 (1己122臼)

参照，とくに潟務委員，浅尾委主義の発f-...3。

なお，開審議会の委主主l土. !芦間会長，船由宇一二話日会災心ほか，

i!ll尾井ミ11;(霞務総).菜級武犬〈ヌ本長官). ;t村徳太郎液
細).鈴木義勢(法務総裁λ i長尾新首i(日本郵船社長).荒井
品:一郎(郎会計検定校災).守的太郎(溺外務次官J.馬場敬治

(東大教授).宮城主ミ(公職務格訴事葉r詐査委員長)である。

(注 7) 行政機韓奪取IJ:i'fr審議会会合記録事 3@](昭和24年 1月初日九第

4[<ヨ CI司22日〕参照。
主主主遣は.会長夜間茂首相のほか，田中二五~).桜f1lぬ，野村秀維，
F全集，広野巡ー，秋山芋之幸市，先fJv:-:¥Ji支縫，渡辺年之効である。

(注 8) 近代日本教育制!交史料J第19巻.pp. 366-367. 

(注目) ;I!i施均一「日本社会党ω進路一一王室動方針と政液の解説Jpp 
263-264 (板垣長害防， 1沼23i芋)

主10)文化年棄をJ1949年i坂 pp.388-390. 

Oull '"i'史教育委録会設災論lヱ事2[週間会の救委法案徒主義，予言5I司

;司会ω;主主Hj f'ì ，('，t;刃 it ミ義におい℃剥‘)1~ !llli3古滋に上つ乙文

化行渋沢守土. '~} 1 fBlrI4会衆院え;イヒどにおL、こ，それ
でれ主政されたことがめる o

0i'12) 行政ヰた郎 1¥)1:，省7よトの行政機階改不心}jHJ (11丹羽i22寺 12月
1011) 

UI'13l たとえば.fC前絡)7: Ril行政ω慾!主という土， i'l!Jj(私こを
返されねばならないよう;ムむう。〉見イ正[こ於て;エ，学[日jω[j:11， 

教育ω自主性というも心;工なく嫁機~れて J，!:J'ると思う o これ

は，明治心よム矧から大正，昭和起こか;ナて，日本心教育という

のが大j荘重忠怨，八紘一3の思}:!:l-ご，う車らずり間;こ指導
されて米た。各学磁iこ対する教育行政のご 2沙が強くなり，♂;::科

内容も慾く文部省の本ヒ得なければならず，また軍部ω)Jが

入って)jCて大f寝耳主総怨閣の務事tにWJしてやらぬものは，下

付深夜から除くというよう 3:存絞すとあったが(中略)扱ノド(l{j::i~ 

行政監詩の磁波，これが(たま iらなL、以 1:，';'，I1~(/) Elrfl.教の

尚三Etlということを諮ったところて'総駄でありま tJとい
られる。(絞ffilj委第 1特別委第五霞i会議ままの関口

11821. 9. 2'1) 

Cit14l 枚取!J !i2!{~ 3特別委?$S8阪1(lIH和九年11月81'1)における波
災発f，(1'司品益軒去最 pp.72-8)

o主15) f，iJ第10特別委渡辺事2閉 (11祁 122乍12JJ24H)におけく〉符ill

'ieT主，o-;;;'，
(il'!G) 間続

Cit17l ここでは，このほか，ィえのこ:.I，~J)q限本)JH J:ケvっている。「一，

7: fti刊は，認(1イi.科学，文化的均j型的々的LU官))そのための t
奉仕汗となむ，納入と民衆の高とお!î1ìfJ;こ対ずるよケ究E並行 ~r:，~

守と/s.り，それ以r.の符是主総会のぞまないとずるJI ー，文化

行が投手L 'f!，予，文化生活の|向上発援のために必裂とする ñ:~'lÿ

(t. 司賛右派:こ対して俊光的;こ副長保されなければならない。i

と， .~， ñíJ政のす '-1' ス性と.1";(符貨の筏先確保の望f:，;110A しごし、

ることがi主将::%1.ょう。
Cit18) 羽I11社説主化行へω主f弓 (11ilR123年 1月201;)
01'19) 数制，:k'首HO特別委第 5[副議総(昭如73年 1月五コ日)
(1120) 際司lI!}fj政機憐改革容認i会己主， r文教行，文化省，ポム~.tì， 又政

[1し文学省，文務省，文iUi苛注文お，主主背丈イヒi'i，文化敦子f

7f，教育x 1-~翁，教育干ヰミj主文化省J の名称があげられた。 CIμi 第

5悶i主J己主主， 目関t1l23年 d月22icil
Cit'21l I，;}前における[都渋件療のJ1:a (昭如23年4月221J)
(it22) 教駒IJ'[i告書101ぬ別委第五回議事録(昭如72;$12}!26上1)IニIすける

rJJlb者説日空2民災発言。

Cit23) 1，;)樹首， 51浅
(iJ，24l 物泌氏興

1'-t三9J] f3.人民絞総イ土)
Ci¥'25) 沼紛，8:'fir交'j'i!llJにおける人民と教ffJ p. 34 (J人災ぷ1論J1i7-{ 

品121'1'7月号，伊藤占)

(iE2o) 数ijllJi;S11'{521司総会(附有123均一 1月16日)にお:する凶!こI若手i主党

(il27l 今野民主並「教育反動の政治的滋主主Jp. 5 (1民主主義科乍J;rn 
どさ 2号， 1羽荘121年 5月， ヰ思考院)

Cit28) (IIH23. 1. 9)，第70回総会 (1沼23.6. 18)の

ci上29) たとえば，行政調査結「讃法ドの行政機燐改革心方針J
(11吾22.12. 10) 

ci主30) 数刷j委第51主主総合会主義去最(部J抱〕
CiJ:31J 教Iill]'ie第五特別委第5@] (昭和22年12月118)における文部省

報告， I議第10特別委第 5 隠~ (昭和23年 1月先日)における矢野

委員総長を参日告。

(註，32) 教前Iji:i第55@]総会

(注33) 1雨前

Ci主主4) 日本側にかかる主i)Rが皆無だったということではなし、。例え
lま，読売社説「文化の官軍基Itに反対すJ (昭事122年12月 58)

は f 文化はjíj(創作~}こ宮僚の仕事であってはならなし、」と批判し
ている。また，数刻jヨ普賢富山特別姿でも， 1警合委員{土，文ll[i省に
ついて， lmL-)長占えまると今授は…リ統制されるガへ行って，

-;?のffij包統制の」うに強力に動くということが或は起りはせん

かという心況もありますJがと滋念しつつ，しかも，字病i日本
ω建設における文化の発展な第一義としたことなj主討したいO
lIdl第6@]， IPdRI23i!'-1月初日)

(11'35) 総穏「文部省設法と教育基本法」参照(教育学会数持政策特

別是投下寄与主本法研究'1'間報告J附34)

。。
ー



日本における教育行政改革案の系議

Ut36) 救[til!議40-42駐l総会および11120特別姿会議主主(昭26.3) 
(i上37) ;Hlj守誠uょ「私心教育主主笥Jp. 89 (お詳し附33)
(iJ，38) [;1)報告三塁 pp.259-260 

なお，これよむ先，昭和38iド5月22日にほぼ)¥j)内海の「第 月

中IHI報告JをIt¥している。
01:39) U教組心見角1:ふ「持事i創立内外投開挺js日手U38{ゎ5月五1日によ

る。そこでは.日数級のJ)j{則的変成の主主自について，①:必7主宰〈

符基本法的り放く立場，②教育t鼠会社il)伎の'1;*，さむま童務教

育知i綴，⑨教育内容研究，⑤教事韓関の'1:i苦と労働条件，⑥議議

機関心民主化，⑦社会教育のJ斉点から'i'!lましいとしている。!日j
R与に，この機怨だけではなおも「教育行政への追求が不光分で

あるJと次の諸点を問題点としている。すなわち，①法縦断の

列~iEで権力機構に ;l .A'3ピし、れてし、なL、こと，(g教育行政への扇

民への磁接資任について不充分であること， (争中央教育委員長

を内閣が任命l..， :t任大臣王制tこすることについては，委主主の!i.

選:こすべまであり，また内緒の指揮権や中I主権については. r:[J 

教委をき喜紡させるものであること.@文部庁の縫F艮が不籾{躍で
あること，③委奥の選出，任務権限，議院内l1llとの関連におけ

る財政権，地方教事草委員会との繍迷が不明であることなどをあ

げている。

さらに.日教組は，このなかで臼教車互の布署想をかかげている

が，そこでは，①各除教委l土随接選挙とし，そのなかから，中

炎教育委奥を選出すること，各i系教委公選にきL、L..中欠教育
委員にあてるため枠外一名を選挙すること，委関長宅d'i.選とす

ること。~中央教管委員会の権限として， A燦刻制定改溌権，

B法焼送付機， C予算送付執行権， D指導助言権. E~書簡など
をあげている。

このような檎怨は，日教組の「民主教育磯立の方針草案Jにも
とづくものとみられる。その第三次草案(際和初年)による

と，文部省を燦d二L..独立行政機関として，中央教育委主主会を

おき，1)権限として， A法律に定めた教育の規則制定改廃権，

B教育関係法規送付機， C教育予算送付・執行機， D地方教育
委員会に対 Fる指導助;Z;'， E各線瀞議会に対する治問， F:fL虫
学校及び大学の行政の所管， G際立学校の所管をあげ， 2)中央

教育委主主会に事務局をおふ 3)委員の選出方法については宅街

尽の直接選挙によるとしてし必。なお，第一次長室案(昭和初年)

では「民主的選出方法Jによるとだけぎ普かれ，第二次試薬「昭
和34"1'1月)では，公選制邸滋r(fVr、教i51 治責主ι予綴絞毒素首等か

らJ謹ばれた代主党首をもって構成l..，盟主立大学，私立aγ校の代氏
名主了含むものとさオ1ている。

しかし，民主教内磯立の方針案の「第5次長J(昭和137年)で

は， lt1央教育委長会構怒:主姿を消 l..， i教育fh伐の民主化Jの一
環として， f'宇央における行政権{土地方にうつされ，文郊省ω任
務はあくまで条件鐙備と擁立のための行政情;買を行うこと， "議

会;こ対してそのため予算捻夜に努力することである。また現行

の教育;こ討しては教育上皇、望書な資料の提供， llU;Z;'j左耳与を行うこ

とに専念すべまものである。救育の地方分機を果すため，命令，

~i.í l号する権利l土持たないものである。j とし，主主体的に，①文部

省設i造法を改正l..，文部行政の役割合明らか:こする。すくなく
とも次の点l主段少限度規定されなければならない。 A総務命令

権を与えたい。お教育内容に介入させないため，教脊深夜の編

成機:土文部省iこないことを切らかにずる。(旦現行苦手議会を廃止

L..あらためて中央教育毛評議会の権限の強化と民主的遼営と際

議委奥の民主的選出を提案している。

Ci!'40) 文部次官発，臨時行政調査会第一専門郊会主立あて「文;応省・
臨時行政調査会第一専門部会第1貯の中間報告に対する、見」

{関総務 5の 5号，昭38.5. 8) 

はおり 今日でも，文部省批判の見地から，戦後教育改革において'1''1と
教育委録会が実現しなかったことを惜しみ，そこにrJ'x:J'ltω不許:

絞tl♂を指摘 Fる見解のあるニと;土注目されよう。家永三三郎氏ば，

f戦後の教育の貴重史を顧みるとふこの改，~存;こ絞して文部省資

止を断行しなかったのは大失敗であり，奥に千載の恨事であっ

たと言わなければならないJ(防]著「教科議検定Jp.2宮O穏掲
議〉とのベ，勝関守一氏i主「そもそも中央教育委員会の檎怨が

実現せず，文部省がす-(:'ス後関として残得したところに，改

革の不徹底があった。jと指摘する。 (1河「戦後教育の問題点j

p. 369 ~見代教育学第 5 巻，岩波， 1Iil37) 

(注41) 久保IfJ議「教育制度改革論J己直道教育会，明治32f]'(前持 illtJ

治文化資料議選第81J{&詳子高iJJp. 266) 

W'42) 泊有11群ド 4月14日，教対瀞言語会第8凶総会にお;ナる松ヰ泌氏心

cr近代上i本教育縦皮史料 ¥J1114YJ J p 195)， I，fitヨ・ 1"'l1C1
若手「防局と舟年教育Jp. 263 (滋松支，開設14)

(iJ43) 掛Jll縫:l~ "前十母「文郎大~を中心として評論せる IJ本教育心変

漆jp. 309， lii)じよラな5e:i患は.W3ifi2必ド 2月 58の第8凶'dJ
註議会衆議院における柏閃盛文氏の発口(総持「消綴議会事{討

論事総覧第1巻Jp. 148) 
<i上44) 保々総菜n教育$1)1'1'改革案JIこ引いて~ p. 10 (溺策研究会研

究資料，第4号，昭和12"1'11月)
文綿製主主iこよワて，教育制度の法本方針が拶言撃をうけたわけご

はないと弁護しているのは，沢椀iE太郎 f教育制度の遊歩と民

間学総論の変書室j教育界明治34王手11月である。

(i上45) 松浦銭次郎編「同日良平究~:dミ小伝 J pp. 91-96 (昭和11}年入

下村宥包ー箸 rl同問良平Jpp. 108-109 (文教議院，昭18)，r教
育持論JNo. 65自(明治初年8月 58， ~苦発社)， No. 662 (司3
治364ミヨ月 58)，教育学術研究会総「小学校事繋'J芦寝泊綴(f!ij

37， 1母文熔)
〈注46) 教育l侍論JNo. 660， pp. 29-30 (明治36年 8月15日〕
0'1:47) この経治について{主， f沼周数商会五十年史Jp. 115 (帝E護教育

会，昭和8王手及び f教育持論JNo. 661 (明治36王手a月25段〉
同 No.663 (明治36王手9月15日)など参照。うも白書教育会の「文

部省縫氏只へカラナノレノ蕊、見」は教育時総JNo.663 (明治
3649月15日)， No.664 (際25日)に掲載。

(註，48) 文部容を全廃して内務省の一部とするという主張は，明治25年

12月23日第4回帝燭議会衆議絞における炎谷}J!若手氏の予告誌にも

みえる(安f詩編 fi'在感議会教脊議事総裁j第 1巻， p. 70)，ま

た文部省総止論;主，昭和13年 2月15日心第73郎帝国議会食族院

におげる二車;;:)予想的ω発誌にもみえる。 (r近代日本教育制度史
HJ策12巻， p. 296)参照・小林歌志 f数常行政法Jpp.宮5-
96 (明記，会港1';tl

ぷお，大正司代，泌総A土法が唱えた文部省廃止論が「グモグラ
ν一時代のな長話国家にふさわしくない機関Jという g認識からf{¥
3去し一亡し、るとすれば，むしろこ心土場合は近代的主張と L、λ ょ

う。(家永三郎「教科議事検定Jpp. 279-28日前掲毒事)
(1149) 前J号命{戸総敏行論文.p. 16， 自(fj号・市]I!日日午論火 p.2，前掲・
i揺f全「器{育法Jp. 78. 

ciよ50) 半島許frf'r明治郎iこすo，ナる教育u政心殿様と忠也upp号 46-52
(自iJt号)

Cil:5ll 凶策研究会「官庁制!芝にlJ!ll'る研究卒u告Jp. 17 (制覇1l3{I'3 JJ) 
的和15均一 2月 61ヨの第75関1llE現議会王室絞主主におtする宮沢氏主主漁
民発口 (r近代日本教子宮市H笠史料 J 第13~き， pp. 350-351) 

「ブアVスヲム教育政策の展開i母校Jp， 204 (r近代数
討ltJ第五巻， 11ll31.減文主主新光社)

(IH2) 前J号・rr湖旺1良平先生小伝Jp， 139. 
Cit531 関策研究会「虫;政革新に関戸一る研究r!-qm報告Jpp. 6-8 (IIs拘i

13均一う主主滋持者氏も，文部復改革論のなかで，教育政策の，iJ凶fむ

を力説l...文部省の金阪系統は，教育参謀本部を新設して奴~
ニのような主張;土，後述するよ

うに，絶対主義的込渓磁管論で;土なし教湾計凶crl主・r:r論とみら
れよう。(Jci]r教資制度改革の根本方針J教育昭和9年 1月I!Ji
~'Z. Id) r教育行政改革問題J教育昭和9年 5月所収，岩波刊)

(it54) 行II!r終合図策と教育改革案Jp， 728 (部掲悉〕
(主主55) fij}l!昭子・前掲論文.p.5. 
日初日) 行IU滋「近代日本政治機i誌の研究Jp.6 (未来社，昭〉日131年)
Cit5i'J 明六社論については，遠山茂樹「維新の変革と近代的知事室人心

況'Up， 161以下-(近代日本思惣丸議!'114iii'，筑緊密滋，出i
34).家永三EIif明治幸最新と近代思;¥'in 1司r~詮初の民主主滋Jぶ

だけさ主i!現(近代仁l本思怨史J持政 1 そ~.時B341
Ci.t58) /i，i沢論者「市苦心論J(明治15fJ'二J，lci) f学問と政治と分離す河

しJ(別名 f'手!日j之独立」号自治164)，161 r政治と教育と分幾す
長JGJ ([司前J，同「文部省政幣の学校をして1a立せしめんこと
な訴るJ(応部l. (厳文については，昆野和七・編校「編沢言動
古学{湾総立論J慶応出版社，昭23及び主昔話b市立「名高沢総窓会築j
第5巻，間以.1司第百巻，政35を参照した。)

(i主5
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37.説日 [j，:';'心 p4.1I(l38. 1司，，:1司会凶議総 [f:'主管3塑

Illjfillに!渇する?ほ料率j11838. p15参lKi

(iJ，60J 支部I柁tJi'.p. 239 
CiJ，61) 阿倍3在学「教ff改革論Jp， 76 o:fiま滋1，I;.lf{{杭112"1')
ii上62) Ij~rJ 若手了教符f;iâ !t{ú)諸I IlJJ~J pp.5-6 ¥/..nm.i!H!i. I1lj利10i¥')
Ci163) 教育持議社説 fdlf穿教育会議及こ):lIilJi革[jti会ぷωt没日立にIl':H る

建議(j)災tjをむJp. 6 (jd]第365i]'， 明治28年 2月26H)

(il:64) 内等教育会議につし、ての分析は.3f'.1Ji(存在f[叩Jiu持]における教

7守行政の機構と，!t!J恕JC前掲〕に Lい。

Ci165) たとえば，関口泰「教符議議会論J~参照C1lln苦 [H寺 ):;j と li年

教育j殴松堂，昭和llMf)。そこでは，え;孜得議会との制度比較

のもとに，現行制度批判jを行なっている。そのなかで「水戸文

相は就任問もな< (中絡〕教下手若手議会をfrって，教戸手ω縦波内
容をlillJ新事長興ずる方策如何を内関総E重大陸から議附することに

Lたが，その評議をr:jっ附なく一方に青年学校教育義務制の実
施という大きな問題を問主義にLHして決定してしまったのであ
るjという事実をあげているが，ニ*1.1土政!仏文部省ωJ替問機
関の経晶!を'Jミ一人

(i主66) Jlli生理作「教育行政及ひ教対tmJl控の研究 p.33 (=:翁笠俳， /113 

14) 

なお，これより先，大況初年においても.:7，郊;人隠， iili等教1守

会議の批判に点った「数政調""機関Jの機怨がみえる。それ
は，ね等教育会議を改組して. 1口1等教育会議，ヰ1等教脊会議，
初等教育会議を新設するニとと，文部省内に問主主研究機関と

して，数政調査部を長室〈ということであった。しかし，文部省

内の一線路としての調査部は，昭和初年に実渓しているので，

調査機潟をかねそえた議問機潟とは区別を要する。(建都道草沓

「教育行政研究J大iE3年，金港:数 pp.445-6) 

もっとし l磁荷13年，文部省内の内輸のj機関として発j心的有l

B年法制IJfヒされた教育議資部でさえ，教箆ω悠:¥!I対策から，教
員長幸成合研究目的とせぎるをえなかワたように.]I!主主氏のし、ぅ

JElこ「関字上Jωわくがはりられしていたのである。 このこと
は，iXv)叙述によって切らかであろう。「喰今はf，"E主}品怒、に関す

る官辞が斜里fを挙げて縦めて愛媛与れている大問産量である。槌っ

て教督。〉上において学生生徒合健全なるE自民として養成するこ
とが当今の急務である。蔚して之が為には数民その人をj寄るこ

とが根本誌でなければならぬ。然るにある方商では教民中から

も怒怒上撃をうべ念事実が発'1ミしているというのであるから
総数J?10)~塑撚，識見を高めるように努めることが第寸こ大切な

事と々九ざるな冷ない。それで一般の調査は悶より進めつつあ

るが，教民主主成ω問題を唯今i主'1'心とし亡司米な巡めつつある
ωでる。(森岡市緩「教育E朔五:iS1Sの羽交mu教育昭和8年
5月)

Cit67) f15JI!総子「戦時数?守政策の特設と教脊科学のま護論Jp. 2 (北海
巡大学教湾学部紀喜善策8号.百召有137年)参照・秋i.ll毅l主「文総

省改造:こ泌する提案J(教脊昭和14ifニ1月〉

(i1:58) 前線「文政革新に関する研究中間報告Jpp. 6-7. 
関1::1若手も，告通学務局，実務局，社会教育手応，専門学務)，J

Ciふ文部省としての統ーしたs汁泌を樹立し灘いと批判 L，βi

11副}み務学防，学湾局と教育f之"，.iliiJという機怨を挺乱iし亡い

る。(同「時);5とtl年教育Jp. 7 li1J掲幾)
01:69) lri]パンブ pp.6-8，なお， (i主53)iこ潟(jt.ニ渡島淡氏むこニ論文

参照。

〔波70) 関口泰「輿E童数持論Jpp. 9-10参照(三省主主，昭和16年〕

(注71) 第79関手奇鈎議会衆議院における永井柳太郎議員ω 「大東主主教育

体制確立に関する建議案」の般信弁明，昭和17i1'2月12日C[近

代日本教育骨折ur変史料J14巻 pp.17-1自〕

(IE72) 大東亜建設得議会， I間有117iド5月2H1 Cr1i代討本教が1iO&史

料J16.¥'f;. pp. 222ーの
t設73). T!5}1 I 11[1 ，下，前掲論文参照。

第3章地方教育行政改革論

81 戦後における大学区構想、

占領当初，文部省は，教育A行政改革案として，大学i友

をかなり研究し，その実現を期待していた。そこで，こ

こでは，大学|乏の形成過程を術単にトレースしてみよ

う。なお，いうまでもなし、が，ここでとりあげる大学12<:

とは通学1;;<:としての「学I3:J概念でなく，行政i主J或とし

てのそれで、ある。

大学区の憐惣は，文部大1:(出中耕太郎氏が挺liti者であ

った。田中氏は，学者文相をはじめ教育ー玉~.門家の行政参

加とL、う敗戦直後の文部省内の人事異動によって. 1945 

(昭和20)年10月，東大教援から学校教育局長に就任し

たが，その頃より，大学区の構想、をいだいていたといわ

れる。

当初jの構想、では，全閣官ピ寸前の;rií'l~大学所主ど池宮中心

とする学区に分ち，大学総長を地方教育行政'自P庁の首脳

とし，それに教育関係者より互選した委員からなる教育

家委員会を配して初等およびiド等教育，教育人事を符言葉

するということであった(1にこの当初の構想における，

教育所轄庁として独立のreiijーを設けずに，官立大学に委

任し，その総長が地方教育行政庁の首長としての権限を

もっという点は，私波大学を無視するものであるという

黙論がでて，撤回されたといわれる向。

問中文相時代. 1946 (昭和21)年‘8月20日に省議決定

をみた「教育行政刷新要綱案Jは.1教育の自主性を確保J

し， r'教脊アの綜合的遂営の妙味を発揮」することも基本
方針としたが，そのやで，大学区を次のように具体化し

ている。

mーに，大学区の区域は，北海道・東北・関東・東海-
~七|後・近緩・中国・開国・九州、|の「九学I3:J に分ける。

第二に， ["学|ざ」に学区]jエという教育行政機関をおき，

さらに，道府県段階(北海道は数総iの区域)に，学民:1t
fJ'をおく。

第三に.Cltl泊J"に学3学判E斗i区主豆泊Eο!斥1

!けj長1色主主?を，それぞれi霞く。学区庁長1部主，学校長，教職

員，教育行政官その他教育関係者のうちから，学i豆委員

の選挙によって選出され，その区域内にある小学校から

大学に受るまでの学校教育と社会教育を挙る。学区支庁

長官は，学区長官の推薦により，任命する。

第四に，教育に関する重要問題の調査幸審議機関とし

て，学区庁に学区教育委員会，学区支庁に学区支庁教育

委員会が設けられる。また市(区〕前J村などの公共団体

にも，調査審議機関として，教育委員会が設けられる。

以上が， 1946 (昭和21)年8月の文部省案だが，関与

11月には，さらに次のように具体化されている。それに

よれば，府県プロックの区域はかわらないが，学区庁長

官は地方教育総長，学区庁教育委員会は地方教育委員会

と名称がかわり，新しく，地方教育研究所としづ構想が

nu 
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でているc 地方教育総長は，第一に，地方教育委員会の

議決事項の原案作成機関であり，第二に，執行機関であ

った。また，地方教育A委員会の権限としては， 1. 地方

教育総ーたの滋任， 2. 大学に関する若手羽， 3. 高校に関

する事項， 4. 関長転負強金の配分， 5. 各府県簡の人若手

の適正配分， 6. 社会教育の会商指導， 7. 地方教育総

長の提案審議， 8. その他教育重要問題の企i函決定であ

り，地方教育研究所の任務は， 1. 地域内の教師の干等教

育， 2. 地域内の学校にたし、する専門的指導助言， 3. 

各府県教育当局に対する教育内容の基準についての勧告

であった。この文部省案で保留となっていたのは，地方

教育委員会の織成であり，次の3案があった。第 i案は，

地域内の各府県教育委員会の互選によって，各2名から

3名の委員と，地域内の大学，高校教員の関から遂げ:さ

れた定員の3分の 1の委員よりなる。第23誌は，地域内

の各府県教育委員会に，各府県毎に，各教委の委員と限

定せずに2名から 3名の委員を選出させる。第3案は，

地域内全般の産業，教育，文化，宗教などの各職域団体

から， 3~4 名の委員を選出するというものである。

この文部省案が1946(昭和21)年11月下勾，教別委第

三特別委(教育行政担当〉で、家議され，教別委案ーは， 1司

王手12月27日，第17団総会で「教育行政に関することJと

して採択され，第 l凶建議員て事項の阻となる。

この教指Ij委案は，文部省案のように詳細に具体化せ

ず，基本的な機構とそのプワンシァツレを定めただけで、あ

った。とくに地方教委の権限について，大学に関するをお

項や人事総について反対があったためで、ある例。しかし

そこでは，教育内容，財政，人事については，府県単位で、

は狭小にすぎることが磯認され，文部省当主の諸機構はす

べて採用された。ただ地教委委員の選任は各府県教委が

「基礎を地方の公民に霞dJ行なうこと，地方教育総長

は地教委が選任すること，地方教育研究所は「現実に日11

して教育に関する調変研究」を行なうこと，成巣を1m
i町村及び府県教資当局に勧奨Jする亡ことが，切らかにさ

れた。

こうして，教原Ij委の支持をえた大学区制jは， 1947 (昭

和22)年 1月に至って， I地方教育行政法案撃さ綱Jの中

で，数府県を単伎とした地方教育行政，地方教育委員会

は議決機関，地方教育総長は執行機関，教育税の保I~{!:な

どが兵体的iこ立案された。

以上が，大学区制jの構想、の大空きであるが，提唱者たる

問中文相とその質成者たちは，これにいかなる期待をか

け，その構想、自体はいかなる制度批判の意味をになって

いたか。一言でいえば，内務行政の弊容の除去というこ

とである。それを問中文裕11I従来，文部省が内務省に

対して非常に微力であったということに依りますし，叉

教育に対する一般の教育家，叉地方の人に，或は政党に

おける理解がなかったということによる例」とL、し、，あ

るいは，文部省の官僚行政批判とともに， 1"地方におし、て

は地方長官の同じく官僚的な支配に服せしめられた伊)J 

とL、う。この「普遍的病弊〈的Jの除去のために，問中文

総は，地方教育行政の一般地方行政よりの分離，なかん

ずく知事からの独立によって，政治に煩わされない教育

の自治を構想した。そして， I地方の教育家が或る程度

集って，一つの勢力を成して)脅るのでないと，教権の独

立はむずかしいのではないかの」と，教育行政の独立の

足場の一つを，教育者の独立においた。さらに，他方で

，従来，自治や社会的文化的特権を保有した大学に，地

方教育行政の「官僚イヒとそのアナーキ-1t(8)Jを防ぐた

め，指連事性を強く求めたのであった。すなわち，問中文

相は，これを「大学，高等専門学校は従来の使命を遂行

しながら，中等，初等学校はよってもって立っていくと

ころの一つの地殻としたし、という考であります(9りとい

う。酢ドi構想を要約すれば，宗像誠也氏が指摘するよう

に，1"学者・教育者の自主権の思想、」に基づく純度批判と

いえよう (1へ
教原Ij委での大学区制支持論は，この田中構想、における

[学者・教育者の自主権の思想Jにもとづく制度批判に

共鳴したというよワは，もっと単純な行政批判，今aの
滋州制論的な行政論であった。安藤IE次委員は，戦前の

弊者を各府県のセクショナザズムに求め，これを打破る

ために，府県ブロック単位での教員人事の交流，文化交

流の必裂をといている〈川。また関口泰委員は，中央集権

も，府県単伎の地方分権も，どちらも弊議があると， I権

威よりも使宜JI"滋督よりも施設JとL、う見地を強調し，

集権と分権の均衡宅どはかるという支持論であった(12)。

さて，次に，大学区都についての反対論とその後折js9.

艇をみ，しかるのちに，大学12<:11掘における教育ム行政の独

立思想の制皮批判的意義について考揺さしたし、。

S2 大学区反対論

大学阪の反対論を大刻すれば，第一は内務官僚の反

対，第二は，教原Ij委一部委員の反対，第三は，占領軍の

bはすである。そして大学区が流産したのは，後述するよ

うに，第三の占領、軍の災対によるものであって，問中文

相が当時，流産の理由を「強力な内務官'僚の抵抗に逢っ

たからに外ならなし、」としたのは，必ずしも正しくな

い何人第一に， 1947 (昭和22)年6月，廃11:決定，問主f'-

12月廃止となったように，内務翁は当時廃止の運命に

あったし，第二に， 1946 (昭和21)年12月27自の第171豆l
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総会での， 27名の佼}えで，学I?'-Ji3長が派択されたように，

%!{紹Ij委での!天文、J)~~見は多数をしめることはできなかっ

さて，第一の内務下f僚の反対;な見とは，正確には，内

務省と地方制度調紅会の反対であるつ教刷委の第三主村別

委及び総会では， 1946 (昭和121)1{'1O月から12月にかけ

て，六回にわたって，内務省の反対論が展開されているι

飯沼内務次官などの反対ni誌によれば，それは，大要，次

の如きものであった〈川J

CD 日本溺慾法は，地方分権の総wにたっており，知
事，市町村長は公選によってえらばれるから，行政上の

責任は，すべて，知事，市町村長に委せるべきである。

さらに，綜合行政の見地からみて，教脊行政令きりはな

すことはこのましくなし、。①教育行政の独立論は， 1教

管だけは特別なものだという考え」や「ある特別な人述

だけが考えて行けばそれでよしづという感じを，知事cや

濁民一般に与えるから，知事は教育に冷淡になり， OOfミ

も無関心になる (15)0 (お地方プロックは，地方行政機構

を複雑にし，基礎になる内治体を欠くから弱いo@ 財

源上，税負拐の均衡がえられたり，地方教委が独自に教

育税を徴収することは，実際とできない。以との点から，

「教育のための特別の機関を作ってどの程度権威のある

ものができるだろうかj と批判するく問。

このように，内務省の反対論は，地方分権論，綜合fj

JL)(論を基本としたものであり，たしかに:，tもな理由もみ

られよう。しかし，この見解は，教育分権~， 1翼民の教

育関心を低下さ仕るとだけとらえているが，そのねらい

である教育Aの自主j在思想には波解をぶしていない。いい

かえれば，内務1'iの見解には教育支配の反省が欠けてい

るということである。 田中文相が「内務省側iの反対論

は，要するに教育の本質について全然:潔解を欠く自己の

縄張りを犯されまいとする官僚特有の態度に起因してい

た(17りというのも， ‘i爾の真理で、あろう。

第二に，教胤委の反対論を代表するのは，南原繁氏の

見解であるつ① 彼は，教胤重さだけでなく，議会でも，

学区/1'案を問題にしt::.o 学区rJ案について，その教予言ー独

立という ~Ih、が正しい主張を含むことを谷定はしない

が， {Iむ函Iそれを， 1教育が国民の政治的社会的基緩から滋
ハイアヲキー

離し，文部守きを頂点とする 4重の教階iJjlJ)Jtと，それによ

る新しい文部官僚主義η樹立に導くおそれはないかj と

批判する (18)0彼の交部官僚主義によるハイアラキーとい

う把援は，学区fr~誌における学IRf]"'および学区支庁を文

部省の直轄とするという)文部統制にたいする警戒の故に

なされたことはいうまでもなし、。南原氏の教育行政の改

革構想、は，地方自治体と連繋した公選教脊委員会による

教育行政を期待したということであり，教nh政のお:α
を 11誠氏一般から分離することに依って教手fの権利を{({f日

立する jよりも 11認民にi怠:結して，悶氏の自覚と，共の

手に依って教育の進歩を図るJ教育行政の地ガ分権化の

徹底に期待したのである (19)。南原氏は，文部省の中央集

権批判jにもとづいて，かかる教育行政の独立よりも教育

行政の分権化のガがすぐれているとの判断を示したもの

といえよう。さらに，このような反対論が，南原氏から

主張されたことは，大学i三案が，大学に地方教育行政を

委せるとL、う建前にもかかわらず， 1地方教育え警が文部

省や地方官僚に対しては不信と疑惑をもっているにして

も，大学に対しては親近感をいだが2吋」ことを理由に，

大学を教育統制のカクレミノとして利用することに対す

る大学当局者の警戒として注註されよう。また，南原氏

だけではなく， f也の委員によっても，内務省が抜けて文
部省の中央集権が確立すると批判されたので、ある (21)。

① 大学区は，その碁盤にある地方ブ口ックそのもの

が戦待行政のJj宝物であることでも反対された。すなわち，

1943 (昭和18)年 7月 113， 1地方行政協議会令」が公布

されたが，それは， 1"地方ニ於ケノレ各般ノ行政ノi綜合迷絡

調繋ヲ図ノレ為J，北海道地方，}R北地方，関東地方，東海

地方，北陸地方，近畿地方，中陣地方，開国地方，九州

地方の九地域にi玄分して，地方行政協議会をそれぞれお

くものであった。この事実にたって，教制委の安倍委員

長，時~)泉誠委員長は，廃止すべき運命にある戦弘子中のわ

政区域ににたものを設定することに反対した。 j特 l}j~説委

員炎は，1府県以ドの教育委員会がしっかりして中央の述

絡をとって行きますれば，全く迷った教育自治というも

のが府県以下に於いてしっかり燦れるj といい，大学試

に絞極(l'Dな理由がないとする (22)。またf!1，1方弘毅臨i時委員

(元手口洋女子守J門学校長〕は，戦時中の地方行政協議会

と地方総監えが軍部の強力な支援の上になりたっていたこ

と，実際上の活動に行詰って弊容を生じたことを批判

し，もし，必要なら，連絡会議を霞くことにして，特別

に学i玄ftーは必要ではないとしている〈問。このような論議

のしかたには，当時，道州制論議があまりなかったこと

も考慮にいれねばならない。

① 反対論は，また，大学の指導権に対する疑問があ

ったc 矢釘F委員は，教育純白色からみると，関民学校， rJr 

等学校，大学も防等であるという考え方が民主的であ

り，大学が中等学校を，中等学校が直言民学校を指導する

考え方の除去を訴えた(")。

@ 第三特別委の大島正後、主査は，1文部省の出!友とし

て権力を持つのではなく，下から盛上った綜合研究機関

として互いに相談しよう」とし、う地方教育研究所設蜜論

っLη，h
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であった伊¥この見解は， 1946 (Jl日平1121)三!と12月の教崩1I

委悠議にとりいれられたとみられよう。

第三に，学i手:Ji'案;/J:ifieEEした決定的なβ1¥8:1である 11iiift

"If.の見解をみてみよう。 CIEの見解は，①現冶ミ乃行政

機関にそれと波行する機関がないこと持別iこ託生i置すれ

ば多額の差是fflがかかり，財政j二適当でないことを思w
に，実行関難性がし、われたことである〈問。@教側委一

部の反対論と同じく中央集権的になるおそれがあると批

判した(21)0 もっとも， CIEのオア教育課長 (M.T. Orr) 

によれば，アメリカでも，地方地方に共通な問題を研究

する綜合教育会が組織されているから，今後研究を続け

ようとL、う含みはもたされた〈問。

かくして，大学区案It，このCIE教育i深の;意見によ

り， 昭和22年2月27日の数別委連絡委員会 (Steering

Committee)で，設震ましないことに決定，翌28日の教緑Il

3委総会で報告，全員の了承をえた。

その後，大学区築は， 1947 (昭和22)if 6刃25日の第

三特別委員会の「地方教育委員会要綱案」で，特別の行

政i玄域でないブロック協議会として復活したが，向年12

月のCIEの指示により再び削除される。したがって，

教別委の1948(昭和23)王子4月23日の第17@!建議「教育

行政に関すること(二〉一教脊委員会制度の実施につい

て-jの中には，姿ーをあらわしていなL、。もっとも， こ

の間，文部省は，その教組不信によって，教育行政の独

立思想における教育者尊重論が後退し，教委の素人主義

を[歓迎Jするようになったことも一的であったろう (29)u 

これまで，大学区案の焚杏の意見をみてきたが，ここ

で，大学i玄楽における「教育行政の独立」原則jの;意義に

ついてまとめてみよう。

~ーに， r教育行政の独立JとL、う原則は，一般行政の
従長誌にあった教育行政の主体性の回復という怠味では，

内務行政批判として有効な原理であった。その放に，ザ:

k{庁案としては実現しなかったが，この原WJをもとに公

選制教育委員会における独立行政委員会が確立した。

第二に， この隊員りが学医庁案という機構的表現をとる

とき，それは，文部官僚の行政技術によって，文部省の

集権競存，教育ヒエラルキー確立のためのカクレミノと

して逆用された。問中文総は「我々がjたして文部省の縄

張りを鉱張しようなどという，官僚的動機に支配されて

いなかったことだけは何人にも控訴霞しうる仰りと弁明し

ているが，事実において，そうではない。官治行政の強

調，学区支庁は学区庁の下級宮庁， (昭和21年10月案)，

都道府県，市町村教委は，地方教育総長の第一次監督権，

文部大臣の第二次厳督権に服すること(昭和22年1月案)

などにおいて，入学区の学!玄庁は，文部省の「出宿」とし

23 

て府然教委主f指帰すると認識されたので‘ある乞これを，

初日社説は「教権独なの名によって，内務，文部商字iの

なわばり争L、にまきこまれるのは良平総i免である iとし、

った(31)0 このように「教育行政の独立J原WJが蛍めら

れ，文部省の中央集権に転化したとき，それば，教育行

政の地方分権，しいては教育;ff政の民主化と衝突するつ

また，学区It楽におけるこの!京良IJの討議にさいして

は，教育財政権独立の問題，あるいは行政単位としての

学i玄関鐙，綜合行政としての能率性との関係など基本的

な諸点を未解没の問題としたっ

83 公選制教育委員会と教育関新委員会

公選制教育委員会の提案は，第一次アメザカ教宵使節

目1報告.fj:の勧告によるものであり，その撚iffH丸 ・質し

ておf浜本，とくにCIE教脊殺の強力なリーダーシップ

によるものであったことはいうまでもなし、。 この蕊;味

で，それは，今まで見てきた教育立法の法律主義，中央

教育委員会案，大学区案のように，日本側jがきわめて積

極的であった場合とはことなり，公選昔話教育委員会につ

いてはきわめて消極的で、あったといえる。教育委員会の

立案に関する限り，意見の配澄状況は， C 1 Eは急進，

内務省は走塁保守，文部省は保守，教蹴委は中間である。

しかし， ここでは，占領主震が教脊委員会制度というすく、

れてアメワカ的な教育行政方式に何を期待したかという

ことについては，これ以上のべない。

ここーでは，むしろ教原IJ*における公選総数7寄委員会の

うけとめ方をみてみよう。まず，教崩Il委は， 1946 (昭和

21)年12月27f=1の第 i間建議で， r教予ぎにおける公IEな民
意の尊重j，r公民の選挙による教育委員会Jの原則をき
めたが， 1948 (昭和23)年4月23日の第17間建議「教育

行政に関すること(二)jでは，それを共体化，一種の制

限選挙制をとる。すなわち，者ill滋:府県会議長，都道府県

内の市長の互選による者 1人，都道府県単位の町村長会

長，都道府察内の大学長，高等学校長，中等学校長，小

学校長の互選による者 i人，教組選出 l人，都道府県知

事が議会の同意を得て選出した者5人(内訳，産業経済

2，文化し労働 1，婦人 1)の第 1次選挙人を選出し，

これらの選挙人から，定員の 3f告の委員を選挙させ，第

二次選挙としてこれを一般投禁による，という方法であ

る。

この作成過怠において，渡辺銭蔵委員は，とくに教育

行政改革について， rこの刷新委員会というものは，余程
決心をして従来の欠陥を認識し勇断を持ってやらないと

機会を失してしまう仰りと，制度改革の徹底化を婆望し

た。それで、は，教別委では，戦前制度の欠陥をどう認識
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したか。

府保行政やI!lJ村行政の段階において，!1l!.1j内務官僚や

地元有力者が校長や教師を![迫し，教員人事や学校選慌

をほしいままにした，教育者たるもの，また社会的地位

が低く，その発とま力はすこぶるよわかった， この問題は

米端に行けば行くほど尖鋭であった。当時このような公

憤から行政改革にとりくんだことは，問中交相の主主をひ

くまでもなし、。その制度批判は，要するに，地)j段階に

おける内務行政批判，文部官僚批判，政党政治批判jであ

る。このため，彼等が教育行政改革の指導煙念として強

調したことは「教権の凝立，教育者尊重，教育者に依る

教育方針の篠立Jであった(33たけれども，その後， C 1 

Eの批判，教別委の組合不信などによって，この原則は

修正されることになる。

第二に，教刷委，とくに第三特別委の委員が，教育行

政改革を「クーデター」視して.I兵員の切りかえjを強調

した〈問。たとえば，渡辺委員は，教委公選について，Iこ

うやって行けば，政治の選挙のほかに教育の選挙がある

し，デモクラシーの運用というものが今土谷よりは透かに

なれていく同りといい，大島主一家は， I教育のデモクラ

シーというか，国民のデモグラシーということになる

と，どうしても災遂の委員から選んで行くということに

理論的には行かなければならん向りという。このような

教委選挙への期待は，選挙のもつ啓室長的役割への期待で

ある O 大王寺支ままは.I選挙の時に我々が中に入って選挙の

公正を教える。社会教育として教える〈問。」という例に

みられよう。それは，また第三特別委員会委員であった

大ぬ正徳，関日本，渡辺銀蔵，矢野翼:城の諸氏などの共

通した戦直Ij体験にもとづくものであった。彼等の戦前体

験については，すでに他の論文 f戦後日本の教育改革思

想、」にのべたところであるが，教~下寄選挙とのかかわりで

は，彼等が戦前において，フツレジョア民主主義実現のた

めに，j;jfj民の公民教育bや政治教育の普及に努力した人迷

であるということであろう O

たとえば，その一人，渡辺委員は，大正11年，学者，

新潟記者とともに東京市政粛正運動をやったが，これに

ついて，教別委で， I私は日本で始めて選挙粛正運動とい

うものを始めたのでありますが，三十年の跡を振返って

見て，果して日本に良い政治の組織ができたかどうか疑

念を持っております!と， 戦前の遂動の無力性を反省

し，その上に立って「然るに今臼は全磁的に民主主義約

の組織をど政治の上に於いては勿論，教育もやはりピイプ

ノレを基礎としてやっ行くとL、う考えを決めてかかる時期

にたっております」と，教委選挙を戦前の遂動の延長上

で考えている (38)。彼等々は，公選制教委にこのような稔蒙

的役割を期待しながらも，他方では，日本国民のJL哉水

携については，かなりの危燃をもっていた。矢野委員

は，公選制はJ~!想、案であるとし， I現在の日本の地ガの災

情を見ると，未だ，そこまで行くことは出来ないような

11情がある。 Ccp陣各)今公選にすると，委員になって出て
来る人途が現在の地方の状態で、は十分な人がえにくい懸

念がある(叫」とし、ぅ G その危慎は，具体的には，保守の

支配をまねくとし、う警戒と教組や青年への不信ーにもとづ

くラジカノレへの危快からなりたっていた。そこで，教制

委としては，公選に期待をかけながらも，国民の意識水

準についての河端の危娯から，制限選挙によってそれを

きけようとしたということであろう。

矢野委員は，1我々はできるだけ努力して地方文化の向

上に努め，ある程度文化が向上したならば，市町村にま

で委員会を設け，公選という形で行く〈叫。J.しかし，今

は，任命合計jに準じて考え，たとえば，文化人，産業人，

勤労者，その他学識のある者から，それぞれこれだけ出

るとLづ基準なたてておき，このような基準になれば，

選挙に失敗しないという (41)0 ここに，彼等の務蒙ヨミ義的

姿勢がよく示されている。こうして，教別委では，教育

専門性と地域社会の利答，保守と革新との対立……それ

ぞれの調和をはかろうとして，公選訪日と任命制の妥協案

をつくったので、ある。

このような提案が， C 1 Eによって採用されなかった

ことはいうまでもない。そして，そこには，戦前制度批

判の徹底から出発する公選制とL、う民主的教育行政理念

への期待と，凶民の意識水準についての戦前的思考とも

みられる実態への危似という乎腐が髭設されていたので

ある。

初戦前の大学草案

戦前の教脊行政において，大学区が一日寺実現されてし、

たことは，周知の事実である。そこで戦後の大学i玄案

を戦前と比絞した場合，第一の特質は，それが戦前，と

くに明治初年への復帰主義であると思われる。文部省の

沿革をみれば， 1868 (明治元〕年6月2ヲ日， 233子学校が

復活して以来，島王子学校とそれが改称された大学校は，

1872 (明治4)年，文部省が郵j寵されるまで，学校であ

ると向時に，全額教育事務の監督官庁であった〈問。大学

を教育行政官:rfとする田中構想、は，これに類似してい
る。さらに， 1873 (明治5i年にいたって最初の国民教

育制度である「学制」が公布され，それな実現するため

に学区制が採F目されたJ全溺ノ学f~Uハ之ヲ文部一省ェ統

ブJC学告U第一準)を基本とし， I全関ヲ大分シテ八大区

トス之ヲ火学i玄ト称シ毎区大学一月号ヲ鐙クJのをはじ

-・ 24-
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め大学区を 32中学区にわけ， 各12<:に中学校 iをお

き， 1'*'学l哀を210小学区にわけ， 各小学校 lを段くも

のであったことはよくしられている〈問。なお， 1874 (明

治6)年4月に，八大学区はじ大学1:i<:IこかわったJ 学i玄

は， また学校の設i夜単位ーで、あると同時に，教育行政単位

であった。大学区においては，大学本部ごとに佼~之助が

おかれて，その大学区内の学政の実際電ピ監倍することと

した。ここで，大学は教脊行政機関と分離されたが，大

学本部餐学局は，その任務を， 1本翁ノ:官、!旬ヲ泰シ地方官

ト協議シ大区中/諸学校ヲ努シ及教則ノ得失生徒ノ進杏

等ヲ検交シ論議改正スノレコトアノレヘシJ(同第15主主)とあ

るように，教育行政官庁であった。

しかし，実際には，大学区はある松!交の機能を来した

が，十分で、はなかった。たとえば疫学局ができたの

は，第一大学区のみで，第二大学i三以下は設立されなか

っt.::o 1873 (明治6)年7月には，第二大学肢から第六

大学区までの営学)誌が，合併されて設けられ， 1874 (明

治7)年4月には，文部省の外局としての督学局となっ

て，地方教育行政機関としての性格を失う。 こうした

「大学区」構想、の機析は，文部省予算の削減など中央の

政策変更によるものとみられている(")。

一般に，明治5年の「学制jは基本的にはプランスの

学昔話に員IJ1)，それにアメリカなどの繊度をとりいれてい

ると5e.られている〈盛時。 とくに， 大学区に餐学局を震まい

て，その大学区内の教育を総括するという「大学区j構

想は，明らかにブラ γスの学区制jに拠るものであった

が，オランダなどもまた学区制をとっていたから，厳衝

にいえば， 1仏留学制j その他の参照にもよるといえ

る{問。しかし，一般的に震えば，問中文椴がさ当初の機;ti;t

~，フランスの学区 (District acad色mique)に{放ったよ

うに， 1872 (明治5)年の「大学KIも範をプランスに

求めたので、ある。千葉JI::I:氏は，明治新政権の教育政策

および明治5年学制における権力の真意を f明治政権

が，自己の権力的基礎を間めるために， i線機))の教脊1在
宅ピ回収し，自己溜有の教育行政機構を確立することであ

る」と評価すが的。千葉氏によれば，学区制一一一この考

察は小学区が中心だが一ーは，封建体制の打破を目的と

した新政権そのものの権力的意思による産物であった。

ここでは，このような実託研究まで，行なう余機はな

いが，すくなくとも，それは，文部省の中央集権体制の

篠立である(")。 さらに， それが，学制の実施そのもの

の矛盾とあいまって，地方官の爾一主義的，強制主義約

教育行政の弊害から， 1879 (明治12)年の教育令におけ

るアメリカ的教育改革に遂を譲って，のちに教育行政が

一般行政機構へ編入されていく。このことを考えれば，

戦後の大学院:案の辿った運命との類似性をも見出すこと

ができょう (49)。さらに，明治の大学区制jは「近代的教育

行政あるいは数一台Aの政治からの独立Jを11的としなかっ

た仰〉という点に関しては， IJ1'!T:¥t籾it同人の滋凶がとう

あれ，戦後，災体的にiL宿された支部干守家の本flと同じ

だということができる。

次いで，戦後の大学区案を，戦前の教宵改革:本と比絞

してみよう。学識lj機JI:以後，昭和にかけての教育「改字諸

案のl十?で，大学区案を提唱しているものは，比較的多い。

その共通点の第一は， 1学i!lUJへの郷愁ともいうべきも

のであろう。阿部重孝氏が， 1興味あるものjとして，そ

れを総とする改革を「最も望ましい改造jであるとし伊九

!ム浜ぶI4t氏も「私は，我が大学区制度の!遜滅を，いたく

残念に思っている一人である〈527jというのは，このこと

をしめしているコこのように，学制の郷慾に立った大!挙

区五三の擬Ul~j こそ，戦前の教ti行政改革案の伝統であった

のであり，問中機想、もこの延長l:にあるものとして鹿島lt~

できょう。

しかしながら，それは「郷慾Jとし、う単に感性的なも

のだけではない。「地方長官の導断の弊をため〈悶)Jとい

う内務行政批判や「宜シク独立学区秘ヲ布キテ…・一有害

無主主ナノレ地方的感情ト政党政派ノ答主義ヲ一掃スベキデア

ノレ〈砧)J とし、う地方政治批判から出発したが， そのこと

は，戦後の場合と同じである。だが，その内容におい

て，戦後よりはもっと徹底した「中央から地方に受る文

部行政系統の磯立jをねらいとした。阿部重孝氏は， 1全。

~を数i互に分ちて，地1i学務}込書ピ置き，その長官を支部

大1;(の直属とし，その管轄区域全般に通ずるコ具体的教育

長十闘の樹立に任ぜしめ，府県の教育計画を指導せしめ，

主主つ管下の教育の指導室長替を行わしむるも一つの方策で

ある(55)Jと，文部大肢の直轄を強調する。また，そのさ

い， 1地方行政区域の拡大，或は府県の廃合を意味するチ11

li制とは異なってJ1地方行政制度の基礎のuこ可能j
とする見解，すなわち，今日の道州制論議と区別する見

解もあった{日〉。

大学区ーの機能のうちでは，人事行政とともに視学行政

が震視される。 1941(昭和16)年10月13日の教育審議会

「教育行政及財政ニ関スノレ件答申Jでは， 1文部省管学機

関ヲ常置シテ地方教育ニ対スノレ視察指導ヲ強化スノレ(57り

ことを強調しているし，それをifi専主的にさかのぼれば，

1918 (大正7)年7月25日の臨時教育会議の「視学制度

エ関スノレ件Jにおける「文部省ェ学事/視察監督ヲ専務

トスノレ特別jノ官織ヲ震キ，全国ヲ数IRュ分チ視学区域ト
為シ」といった答申と共通するであろう (58)。視学行政の

強調は，官製諮問機関ばかりでなく，教育研究会のよう
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な民間団体においても， r教育制度改革案J"昭和11年12
月，試案〉のrlcrで、強調され(59)，一部は;#Ufifiとされること

となる。戦後においては， f')l/r:~;U)えや ['1{;j;にたいする風当

りがきびしかったのvで，大'芋|正案が，とくに視学行政を

強調していないことはいうまでもないコ

第三の特徴は， ~lj記教育研究会の「救済 i!J111主改 ltt案 J

(昭和11年12月〉や国策研究会符偽情氏の「交政革新問

題試案行問和124'.12月)にみられるように，地方教育IV;;

に，議問機関として地方教育持議会を資くという構想で

ある。それは， 1Kぬ試署長において，より具体的である

が，そこでは，地方教育評議会は「管核地域全般に渉る

教育上議事きの毒事演を審議Jすることとされ，その議員は，

「府県学務部長，視学官，府県教育評議会議員より選任J

されるが{制>，織成において，戦後の大学区案の学区1T教

育委員会と類似しているものといえよう。

第四の特徴は，昭和17年の教育研究同志会「教育行政

機構改革試案Jにおける文化的見地を強調した地方教脊

局案であるつ向案は督学の強調，人事における内務ど文

部の妥協の点など，前記諸案と共通点をもっているし，

様太，台湾，籾鮮とL、う櫛民地まで含めた九大学収集で

あることは当時としてやむえない。しかし，その地方教

育fるには，会々，綜合大学 (1日帝国大学入放送局，博物

館，附l範教育機g.!;j(教脊再教育機関)，教科書編ゑ機関が

設けられ， 1地方文化の中心となることJ.1教脊をして，

I也ブjの実情にlljJせしめることjが強調されている刊にこ

のような社会教育や地方文化の振興という鋭j誌は，戦後

の社]'1"tI寺惣とも類似している。また.:l1む)jブロック研究

所案も期待みられたが，このことは，教届Ij委主次大島提

案と同じであった。

その他の大学IL奈の仁fClで，子生文相の学制改革案(昭

和11年6月〕は，行政区域としてのそれだけでなく，通

学区としての大学!玄であった。その狽し、は.1東京帝大集

中の弊J.1東京:集中の弊jの1'r絞にあり，そのため，各
大学の内務改穫を行なうと同時に.1大学に学区を設定し
他学区への入学を原則として許さぬJとするものである

が，このような点にまで，戦後の大学1;;<:案はふれていな

L 、(62)コ

このような地方教育7込案に対し，反対論がなかったわ

けではない。 1936(Rs;fll1l)年12月に内閣調査ぬが作成

した「小学校教育改革案jは，その末尾で，地ブ'n教育行
政の弊警を認めながらもJ教育界ノ主張スノレ地方教育局

ヲ設クノレモ果、ンテ茶ノ;絞り巣ヲ挙ゲ得ノレヤ疑問ナリJと，

それを保留問題ーとしている。理由は明らかでないが，恐

らく，その「綜合国策Ji'j'J見地からの反対であったと忠

われる〈問。

以上のように，戦前の大学区案の特徴をみてきたが淡

後のそれとの比較においては，内務行政批判，文部省の

'1'央集権依立の;意図，地方教育評議会の階恕，地)j文化
の強調などに類似j誌を見出せよう。しかし，それは，た

しかに教待行政権の独j主で、はあるが，文部省の中央集権

の徹底化合基本とする教育行政組織の再編プランであっ

て，今日から，この改革案をみれば，アナク口ニズムと

いう主張がつよいc 具体的には，文部行政と内務行政，教

1守集権とj議方行政の調整原獲にも. J烹論的難点、をもって

いたこともあげられる。たとえば，当日寺においても，地

方教育局長官の指揮EE脅下に.}符梨学務部長をおく場

合，地方行政長官としての知事の権限を侵容することに

ならなし、かとL寸閉鎖が捻起されてしザニ(叫。この場合の

見解は，内務行政の反対というよりは，むしろ，近代的

地方自治論にもとづく集権批判といえよう。

戦前.1教育行政は一貫して文部省の統秘に依らしむべ

しJI府県の学務部長，視学官，干見学の進退及び指俸殴督

を文部大臣の専行に帰属せしむるJことが説かれた〈日〉。

こうした文部省が地方教育行政を確保せよとの主張は，

戦後の大学区案においては災Eえをみなかったけれども，

今日の教育行政の制度と実態において，とくに任命制教

育委員会の支配という形をかえて実現をみているが，こ

のことは，ここて、そのIIlfl泳を行わないとしても，特記す

べきことであろう。

第二に，大rlf:区築tt.地)j教ずHJ政jj近!支の改革誕であ

って，そこでは，中央教育行政の変革そのものは，悦野

にあまり入っていない。この点で，地方制度について

は，教育行政け寺7J1jの機関を続初、するが.1政府[e1{4，が全

体として政党政治から独s'Lし，超越したものとして観念
せられていた」森有礼の教青会権先日、に，その足、;¥1¥的系統

をさかのぼることができょう伊的。

S5 公選制教育委員会と戦前の教驚行政改
革論

戦後の公選制教育委員会と戦前日本の教育行政の関係

についてのべよう。すでに，教別委委員が，その戦前体

験にもとづいて，公選昔話教委に士、jして，その啓蒙的役割

に賂待合かけたということはのべtc.o

けれども，戦後の制度改革ーをど係用するにあたって，明

治初年の隠史的経験を参照したというようなことは，全

く見られなかった。当然そうすべきであったと今日考え

られるにもかかわらず，改革時点、において，それとは断

絶しストレートにアメザカ方式の導入と考えられてい

た乞その理由は，約60年の長い期間をへだてており，そ

の間の中央集権体制の放に，戦前のそれが意識的に葬ら

/
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11本における数千l1J政改II!'{:従の糸i!?

:iLていたニとによる そのため，改11":110には，参照すべ

き経験の然Jlf'.，的'光の終結!J:不足していたといえるυ よ

れば， また， qtに改革11寺ムの数台:fJ政批判jにのみ，問題が

あったということではない一ひろく， ff;IJI立批判一般につ

いて，同じようなことがし、えるであろうし

ところで，明治初年の熔史的経験とは， 187ヲ(明治12)

if'の数千f令に!j-;されるように，アメリカの教育行政制度

を総としたというす;ゾ4であるご支部大櫛間小不二持率 jl--/ll

(土， nら2Fi1にわたって，アメリカ教育行政を調査し，
~Ji{!.す\::rjJf'j' いとくに iÊ 1 .主主2'(明治6"¥三J，夕食間学

校il;J(1河10tf)をJ汗した〈彼は，この紙験をもとに，苧

;1;11Tにおける地mすの Ij!jÎ~ffJij放の寺下方を克服すべく，

アメリカ教育行政の導入をはかったのであり， そこに

は，戦後の状況とはちがって，日本似IJに主体性と続的ii'l:

があったU

JI，~十三 I 'i'Jíこは，午iメ:~nをif:l~革委員と改め， I学務委員ノ、

JUl!rHJ、liミノ選挙女ノレヘシーI教育令11条〕と，人民投尽
によって選tI:するようにした行また，その \/:家~;溢利にお

いては， ?r労委員の職務;土川二渉ュ過ノレノ1弊ヲ;，f(:スヲ王子、
ノし|とれに「児 ~í;~ ノ就学，学校の設;段{米i浅，':~~ノ 'J<= ヲ掌

ノレヘシ j と， Je 1f:!;Yeで修正されたように， 内IJI主義め何日

lぷも!JIIえられたがなもとより，ニのような自由主主義攻策

のjよほ!としては，学11;11の強行にともない，学校の打緩や

焼れにみられるような人民の不満を和らげるとし、う有利

策的定閣をもっていたことは，いなめないし，この選挙

の実態については，今日も不明であるが，「学務委員の選

挙が安易にながれ，教tnこ熱心な人物をさげるく川」風潮j
も伝えられていることから，過大な奇ド自1mはさけねばなら

ぬであろう J しかし， イl!jlこせよ，教育を人民I'lifiにまさ

ねようとしたJIf1念そのものについては，特記されるべき

であろう

また，この教育令によるものではないが，当H寺，地方

においては，主主事会議，あるいは教育会議という名称に

よって，教育関係者により綴織された議議機関を設けて

いるところがあった。年 1@lあるいは2関関僚が定例で

あり，会議構成者は通常， J県令以下，県学務rg，守主事課
良，学:区耳元締，区長，師範学校長，教員などであった。

問中不二麻呂の「教育国会す創設スノレノ議jでは，教育

闘会とともに教育府県会を附くことを提議しているが，

これは，先の:J:illJJ学 E事会議を母船にした構想、かもしれな

いといわれているごしかし，この条項は，伊藤博文の修

夜によって葬り去られた(69)。

さらに，e:'f-:務委員制度における教育下{治の原則の採用

は， ~I埼の自由民1存運動が主張する地方分権的なi工法，

行政の要求iこ影響されたものであるが，他方で「民権巡

1"(1)に対する ilち li~I'r'\僚の'Ltjz弁 (70)J 1内役'，';IJをも，に/ぶった

と¥"Jつれている〆このことは没後の教育委員会法がそ

のアブロジーでとらえられるとL、うことではないにせ

よ，教委法のヌド米の志朱と現'JiにfHった役7誌をJ考察ずる

さいの問題を示唆してし、るふ

しかしながら， この教育令;土， 戦後の教干す ~riJ.会 Iよーよ

りも去fL命であったcそれが，支配偶によって， (1111主義

的数千寄行政とその人民n治が批、刊された結果，実施後半
年たらずで， [fj':jc，支部大楠，1qk;/f¥となり， 1880 (明治13，

fド，改正教ti令が成立した そこでは，学務委員に関し

て l'I!lJ村人民夕、定員ノ二{託行クハ三倍ヲ成挙、ンテ府知1'1;:

県令民小ェ就テ之ヲ選任スヘシ {尽l誌やノ悦l'!IJハ府知事

県令之ヲ起がシテ:之内'[j'，耳切ノd!d，"Jヲ経へシ 1(問11;条〕と，

j也JHiの任.1Iiilll1にし， 予防滋ゃを支部省のlijif;{寺下におい

たコさらに， 1885 ，lifJit;181 1ドの!与改正教育令によって，
':j:務委員;1;1)1支そのものも廃止され， 教T官守計f行j政の

へのIJ:I従t口01泌兎がソ実ミi境見Lし〆， 当主総体;[;IJへとiむってL、くっ

1890 (明治23)年の小常校令改正によって，学務委員

1I;IJ改が復活し，敗戦後まで仔統したが，それは， J立ff令
ドの制度と総本的にことなっている)教宵1;下の学iY5委

員が公選による独占ーの教育行政機関であったのにたい

し， このさまと務委員は，身分においては市制i町村(闘による

市町村の11持織委員であり，権限においては，きわめて

限られた合A疑についての総llJJ的な済問機関にすぎなかっ

Tこ(71)。

それ以降，戦前lの教育行政改sや楽において，公選;1日i教

育行政機I~Jの提Hfiを，ほとんど見出すことはできない J

教育研究会の「教干す制度改不案(72)，1(1切手fl11onや'[;f，CJ治
氏の「文政命一新問題誠実(73)J (11汚和121j日において，がj

p語教育評議会の|持151が示されているが，いずれも， ，諮問

機関にすぎなかったっとくに後者ーでは「府県の教育に関

する屯安なる事項を審議する」とあるように，~時の!府

県参'}i会とはことなって教育全般に関与すること，その

構成l主， I府県会議員， 関範学校長，中学校長，小学校

長，市長村長波尚工会議所，及会及之に滋ずべき団体よ

り退任すj とあるように，教育の専門性の強調や地域社

会の教育への反映を図るものであったことが注目される

が，同時に，教1奪行政の民衆統制的な機構上の配慮はな

さわしていない会

このような会災をえるとき，戦前における民主主義め

教育行政史、忽、の不主税ミが指摘できょうが，そのイミち性

11，天弘制官僚の統制下にあっては当然のことといえる

であろうコそして，その不在性とは，戦前， l'教育行政の

民衆化 j がé.~かれたさいでも，概して'伊織な綴念"漁で，

そのて主張;主，制度改革を1'1'ったものではないということ
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である J

01' 1) 問中耕太郎「地方教育行政の組立についてJp. 229 (教符法令
研究会「教育委良会，理論と走査営j昭和24年.H寺字通f誌社千J)
4平日新開(際手口21主f'4月1FI).朝日新開 (IIH有121年7月22F1)

的解説記事参院loなお. IJjr!l 何?太郎「教育熱本n~の潔論 J pp 

855-7 (有警空間.1侭35)

cilゐ 2) 1l1'1'前掲論文.p. 22;) 

(i!守 3) 教刷)]i'第百特11
'
1涯'iil11fi'司会議もま (IIH羽121'1'11)12211)

(11' 4) 教思ll t:総会'1'!15f川会議主主(lrl1 ~121ノf12 J] 13il) p. 2&17. 
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